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Ⅰ. 背景・目的

  日本が抱える大きな課題の一つに急速に進む少子高齢化と人口減少がある。2040 年過

ぎには高齢者人口が最大となる一方で、人口減少はさらに加速化する。この傾向は地方部に

おいてはさらに深刻で、地域によっては「高齢化」だけでなく、地域の「継続居住可能性」に向

き合う必要も出てくる。

  こうしたなか、国は地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、

高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進める「コ

ンパクト＋ネットワーク」の方針を示している。とくに地方部において、心身ともに健康で幸せな

暮らし、すなわち、ウェルビーイングな暮らしの実現に向けて「移動手段」の確保が重要である。

  この「移動手段」を確保するためには、地域公共ネットワークの再編と併せて、地域内の活動

を支える地域内移動手段の構築が求められている。に高齢者にとっては、外出や人との交流が

重要であるといわれているが、そのための移動手段は自家用車に委ねられていることが多く、

免許返納等により自家用車の運転が不可能になった後の「移動手段」が十分に用意されてい

るとは言い難い。地方都市において、その傾向が顕著となっている。また、単に「移動手段」を用

意するだけでは十分とは言えず、「行きたい場所」や「したいこと」「会いたい人がいる」などの

「移動目的」と、そこにアクセスするための「移動手段」がセットで用意されることが必要である。

こうした取り組みによって移動が活発になることで、高齢者が社会参加する機会が増え、フレイ

ル予防につながることとなり、結果として地域の活性化が進むと期待される。

  このような社会的背景を踏まえて、当コンソーシアムでは、公共交通や地域住民による共助

輸送を効果的に活用することで、交通格差（モビリティディバイド）を解消し、誰もが移動できる

持続可能な地域社会を実現するための具体的な手法開発を目指す。
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（出典）国土交通省「国土のグランドデザイン 2050」

図 1-1 2010 年を 100 とした場合の日本の人口増減状況

（出典）国土交通省「国土のグランドデザイン 2050」

図 1-２ コンパクト・プラス・ネットワークにおける地域（集落）のイメージ
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Ⅱ. 研究開発の概要

兵庫県養父市と高知県仁淀川町の 2 地域では、住民の Well-being 向上を目指す取り組

みとして、地域特性に適合した持続可能な移動モデルを設計し、実証実験を繰り返した後に社

会実装することで、地域での暮らしや活動を支える移動手段の確保に向けた公共交通の再編

を目指している。さらに、地域コミュニティ活動を支援するための移動手段を拡充する。とくに、

地域での暮らしの継続や活性化を可能にする、コンパクトな移動手段の手当てに向けた仕組

みを構築する。

地域住民が主体的に移動手段の確保に取り組んでいる北海道池田町、千葉県松戸市、静

岡県函南町、静岡県藤枝市の４地域では、健康状態が少し衰え始めたプレフレイル・フレイル

高齢者を主な対象として以下の取り組みを行う。最初に、医療・介護を含む生活支援サービス

と最新の移動サービス（スマートモビリティサービス）を連携させるために必要な地域要件の整

理・類型化を実施する。つぎに、移動手段が確保されることで生まれる福祉面での効果を定量

的に数値で示す指標や測定手法を確立する。さらに、高齢者の外出機会を創出し、移動サービ

スを改良・再構築することで、地域を活性化させるノウハウを蓄積する。これらの取り組みによっ

て得た知見を、今後新たに福祉・移動サービスを導入しようとする他地域へ横展開していく。

  これらの取り組みを通じて、地域においてモビリティが果たす役割を明らかにする。モビリティ

の確保が与える効果については、福祉的な効果も含めて定量的に数値で示す指標や測定手

法を確立する。
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(1) 工程表

①JARI 分

②JMAR 分
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（2）実施体制

(3) 目標設定

⑥タクティカル・モビリティ・リ・デザインの実践

＜養父市＞

【2025 年度の中間目標】モビリティ確保に向けた施策の策定とそれに伴う新しいモビリティの

試験的導入の効果検証結果のとりまとめ

【2027 年度の最終目標】新しいモビリティの実装と継続性に向けた提案とタクティカルモビリ

ティデザインのとりまとめ

＜仁淀川町＞

【2025 年度の中間目標】モビリティ確保に向けた施策の策定とそれに伴う新しいモビリティの

試験的導入の効果検証結果のとりまとめ

【2027 年度の最終目標】新しいモビリティの実装と継続性に向けた提案とタクティカルモビリ

ティデザインのとりまとめ

⑱地域モビリティ資源を生かした地域の類型化・特定に向けた実践的調査（アクションリサーチ）、

普及展開活動

【2025 年度の中間目標】先進的事例の調査結果とりまとめ、対象地域における交通課題や住

民意識の調査結果とりまとめ、調査結果を踏まえた地域モビリティ資源を活かした移動

手段の試験的導入

【2027 年度の最終目標】スマートモビリティの導入に向けた地域要件・人材要件の整理・類型

化と他地域への横展開が可能となる提言（ガイドブックや論文）のとりまとめ

（④モビリティの実装に向けた実証実験の実施、

⑤効果の可視化の一部を再委託）

NPO法人フレイルサポート仁淀川

一般財団法人日本自動車研究所

NEDO

株式会社日本能率協会総合研究所

モビリティ・リ・デザイン推進会議

特定非営利活動法人但馬を結んで育つ会

（④モビリティの実装に向けた実証実験の実施、

⑤効果の可視化の一部を再委託）

【再委託先】

【再委託先】

【委託先】
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Ⅲ．成果・進捗状況（JARI 担当分）

Ⅲ－1 養父市の取り組み（JARI 実施分）

1．養父市における活動方針と出口戦略の整理

2025 年度はステージゲートを迎える重要な年度であり、養父市における本事業の

推進にあたっては、ステージゲート時点での達成目標（アウトプット）と、2027 年度

の SIP 事業終了後を見据えた出口戦略を明確に設定した。  

(1) ステージゲートにおけるアウトプット（SRL5 の達成）

ステージゲートでは、これまで実施してきたデマンド交通実証実験の成果を踏まえ、

「継続性のある地域交通モデル」の構築を主たるアウトプットとして位置づけた。具

体的には、以下の観点から整理・検討を行った。

第一に、事業の持続可能性を担保するためのビジネスモデルの構築である。運行主

体のあり方や費用負担構造について整理し、自治体・地域・関係事業者が連携可能な運

用スキームを検討した。

第二に、システム化の検討として、利用者数や運行規模、収益性と整合した配車・予

約システムのあり方を検証した。

第三に、乗り換え拠点の機能およびサービスに関する検討を行い、いわゆるモビリ

ティハブとして必要となる要件（待合機能、情報提供、他サービスとの接続等）を整理

した。

第四に、既存の公共交通や福祉輸送等を含む他の移動サービスとの統合可能性につ

いて検討を行い、地域全体としての移動環境の最適化を目指した。

(2) SIP 終了後を見据えた出口戦略（SRL7 以上の達成）

SIP 事業終了後の出口戦略としては、「小さな拠点」を核とした交通再編と、地域活

動を支える移動手段の仕組みが地域に定着している状態を目標とした。具体的には、

関宮地域における実践を通じて得られた知見を体系化し、「モビリティ・リ・デザイン」

に向けた成果・実践集として取りまとめ、それを活用した普及・支援活動が展開されて

いることを想定している。
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(3) 出口戦略に向けた 2025 年度の養父市の主な取り組み

上記の出口戦略の実現に向けて、養父市では大きく二つの取り組みを実施した。

第一の取り組みは、養父市関宮地域において建設が進められている「小さな拠点」

（2027 年 4 月完成予定）の整備と連動した、地域公共交通の再構築に向けたデマン

ド交通の実証実験である。本実証では、冬季における運行条件下での課題検証に加え、

地域の小中学校における通学との連携可能性についても検討を行い、日常生活および

教育活動を支える交通としての有効性を検証した。

第二の取り組みとして、同一コンソーシアム内の JMAR が福祉専門職と連携し、「お

出かけ」を通じたフレイル予防・改善を目的とした実践的な取り組みを推進している。

この知見と、JARI が進める地域交通再構築に向けた取り組みを有機的に連携させるこ

とで、福祉施策の効果を可視化するとともに、モビリティの確保が地域住民の健康・生

活に与える影響について、定量的・定性的に評価する手法の確立に着手した。
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2．デマンド交通実証実験の調査・計画策定

(1) 2025 年度における検証方針の整理

2025 年度においては、当初想定していた第 3 フェーズで実施する検証項目（表 2-1）の

うち、既存輸送からの切り替えに関する検証は実施しない方針とした。これは、実証実験の

段階において現行の交通体系を変更することが、制度的・手続的観点から困難であると判断

したためである。

具体的には、路線バスの運休または廃止を行う場合、運輸局への許可申請または届出が必

要となることに加え、公共交通会議における協議および関係者間の合意形成が不可欠である。

関係者との協議の結果、地域幹線系統である鉢伏線を減便や休止等の扱いをすることにより

国庫補助が停止されることになり、再開も難しくなることがわかったため、実証段階におい

て既存の交通体系を変更することは現実的ではなく、本年度の実証実験では、既存の路線バ

スとの並行運行を継続することとした。

この方針により、本年度の実証実験では、既存輸送からデマンド交通へ切り替えた場合に

想定される利用者数や需要構造の推定といった、実装時を前提とした定量的評価は実施しな

いこととした。一方で、将来的な本格実装に向けて検討が不可欠であり、かつ住民の理解お

よび合意形成が特に重要と考えられる事項について、重点的に検証を行うこととした。

具体的な重点検証項目は次のとおり。

・デマンド交通の実装時に想定される利用料金体系について、住民の理解を得ること。あわ

せて、試行的な運用を通じて、料金設定に関する課題や受容性、運用上の留意点の抽出を

行った。

・冬期の降雪を想定した運用の試行を実施し、冬季特有の課題について検証を行った。具体

的には、積雪期におけるミーティングポイントの適切性や、運行ルート設定の妥当性、安

全性および運行の安定性に関する課題の整理を行った。

以上の二点に重点的に取り組むことで、将来の地域交通体系の設計および住民との合意形

成に資する基礎的知見の収集を目的とした実証を実施した。
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表 2-1 実証実験での具体的な検証項目

フェーズ 時期・期間 内 容

第１フェーズ：

乗合型デマンド交通

の受容性調査

2023 年度実施

（２週間程度を想定）

・乗合型デマンド交通の体験機会提供

・利便性や課題等に関する住民意見の

集約・整理

・将来的な実装に向けた住民参画の基

盤形成

第 2 フェーズ：

継続性のあるビジネ

スモデルの検討

2024 年 10 月 26 日～

12 月 1 日実施

・事業性の観点からみた運行方法の検

証

・運行経路 （エリア）、運行ダイヤ、有

償化に向けた検討

・ドライバーおよび車両の継続的確保

に向けた事業者との協力関係の醸成

第 3 フェーズ：

本格運用を見据えた

システム検証

2025 年 11 月 8 日～翌

年 1 月 18 日実施

・有償による長期試行運行の実施

・安定的な運行体制の確立に向けた検

証

・既存輸送からの切替えに向けた検討

(2) 住民の理解促進、実証実験の目的等に関する周知

住民に対する周知・理解促進を目的とした説明会の実施状況については第３章にて詳述す

るが、本年度は、関宮地域を構成する四つの校区それぞれにおいて、実証実験開始前に計 2

回の住民説明会を開催した。

第 1 回目の説明会は、実証実験開始のおおむね 4 か月前に実施し、各地区の役員等を主な

対象として、実証実験の趣旨および概要、想定される利用料金体系、ならびにデマンド交通

実装時における地域交通体系（案）について説明を行った。これにより、地域の中核的担い

手との間で課題認識の共有を図るとともに、実証実験に対する基本的な理解の形成を図った。

2 回目の説明会は、実証実験開始の約 1 か月前に開催し、地域住民全体を対象として実施

した。第１回説明会等を通じて寄せられた住民からの意見・要望を踏まえ、将来の関宮地域

における交通体系の想定案を提示するとともに、LINE を活用した予約システムを含む具体

的な利用方法および運用ルールについて説明を行った。

なお、これらの説明会における詳細な説明内容ならびに住民から寄せられた意見・要望へ

の対応状況については、「3．住民（各地区協議会）との調整・協議」において整理している。
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(3) 将来の実装を踏まえた配車システムの導入

前年度の実証実験においては、予約受付および配車に関する業務を配車システムに依存せ

ず、人的対応により実施していた。このため、運行管理側において配車判断や運行ルート設

定に係る業務負荷が大きいことが課題として顕在化していた。

これらの課題を解消し、運行管理の効率化および将来的な本格実装を見据えた検証を行う

ため、本年度の実証実験では、予約・運行管理を一体的に行う配車システムを導入すること

とした。システム選定にあたっては、初期導入コストのみならず、将来的に養父市において

デマンド交通を本格導入した場合に想定される利用者数および利用料金収入と整合したラン

ニングコストであること、ならびに利用者にとって直感的かつ分かりやすいユーザーインタ

フェースを備えていること等を重要な評価条件として検討を進めた。

その結果、これらの要件を満たすシステムとして、バイタルリード株式会社が提供する

「TAKUZO （過疎型 AI オンデマンド配車システム）」を採用した。TAKUZO は、需要およ

び供給の双方が限定的な地方部を主な対象とした配車システムであり、利用者の発着希望時

間を調整しつつ、複数車両の輸送効率を最適化することで、運行コストの最小化を図ること

を特徴とする。

また、本システムはクラウド環境上で稼働する SaaS（Software as a Service）型サービ

スとして提供されており、運行管理の柔軟性および拡張性を有している。TAKUZO のシステ

ム概要については、図 2-2 に示す。

（出典）バイタルリード社提供資料

図 2-1 過疎型 AI オンデマンド配車システム TAKUZO の概要
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システム構成は、オペレーター向けの予約管理システム、ドライバー向けの運行管理アプ

リ、利用者向けの予約アプリの３種類で構成される（各システムに関するマニュアルは添付

資料に掲載）。システムの構成を表 2-2 に、システムの利用イメージを図 2-2 に示す。  

表 2-2 配車システムの構成

名称 使用者 推奨環境 主な機能

❶予約管理システム オ ペ レ ー タ

ー

管理者

PC ・電話受付した予約情報の登録

・予約内容をもとにした運行計画の表示

・利用状況等の実績集計

・車両現在地の表示 等

❷運行管理アプリ ドライバー タブレット端末 ・予約状況の確認

・運行ルートの確認

・実績（乗車・降車・不在）の登録

❸予約アプリ

（Web アプリ）

利用者 スマートフォン ・乗合タクシーの予約登録・確認・キャンセル

・確定した運行に関する車両位置の確認

・会員情報の登録

・公式 LINE とも連携

（出典）バイタルリード社提供資料

図 2-2 システムの利用イメージ
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(4) 実証実験広報用資料の作成

本実証実験に関する住民への周知および理解促進を目的として、「予約制乗合交通の実証実

験」に関する広報用資料を作成した。広報資料は、情報量および配布対象を考慮し、冊子版

と簡易版チラシ（A3 判・両面）の二種類を作成した。

冊子版については、前年度の構成を踏襲しつつ内容の充実を図り、関宮地域の全校区を対

象とした乗降場所（ミーティングポイント）を網羅的に掲載した。加えて、デマンド交通サ

ービスの概要、既存の公共交通サービスとの相違点、利用料金体系、TAKUZO を用いた予約

方法の説明、ならびに想定される利用場面に関する Q&A 等を盛り込み、実証実験の趣旨およ

び利用方法を体系的に理解できる構成とした。冊子版は、A4 判・全 16 ページのパンフレッ

トとして作成した。

一方、簡易版チラシは、実証実験の概要を簡潔に把握できることを目的とし、利用料金や

運行の基本的な仕組み、ミーティングポイントの一覧表等を中心に構成した。これにより、

冊子版と併用することで、住民の情報ニーズや理解度に応じた柔軟な周知を可能とした。

なお、広報用資料の具体的な構成および内容の詳細については、「2.3．実証実験広報用資

料の作成」において整理している。
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2.1 住民（各地区協議会）との調整・協議

昨年度に引き続き、各地区協議会単位での住民説明会を実施した。デマンド交通実証実験

の対象となる各校区の人口・世帯数を表 3-1 に示す。

表 2.1-1 関宮地域の人口・世帯数（養父市提供、 2025 年 10 月時点）

（出典）養父市資料より JARI にて集計

本年度の実証実験の実施にあたっては、関宮地域を構成する四つの各地区協議会において、

7 月および 10 月の計 2 回にわたり、住民への説明および周知を含む情報交換の機会を設け

た。これらの説明会は、実証実験の趣旨や内容に関する理解の促進を図るとともに、住民か

らの意見や懸念事項を把握することを目的として実施したものである。

本章では、住民説明会において実施した説明内容の概要および使用した資料を整理すると

ともに、説明会を通じて住民から寄せられた主な質問を抽出し、それらに対する当時の回答

内容および今後の対応方針を含めて体系的に整理する。

(1) 第 1 回実証実験に関する関宮地域の各協議会への説明会

実施日： 2025 年 7 月 10 日（出合校区、大谷校区）

2025 年 7 月 14 日（熊次校区、関宮校区）

説明会においては、これまでに実施したデマンド交通実証実験の結果を踏まえ、実装段階

における地域交通体系の概要について説明を行った。あわせて、本年度に実施する実証実験

の実施期間および、今後の検証の進め方について、その全体像を示した。

また、本年度は、将来的な実装段階での導入を想定したデマンド交通の利用料金体系につい

て、他自治体における制度事例を参考に検討した料金案を提示し、住民から意見聴取を行っ

た。これにより、料金設定に対する住民の受容性や懸念点を把握し、今後の制度設計に反映

させるための基礎的知見の収集を図った。

なお、説明会において使用した資料の概要については、図 2.1-1～2 に示す。

世帯数 人口（65 歳以上）

大谷校区 296 649 （309）

関宮校区 581 1,335 （569）

出合校区 225 478 （260）

熊次校区 162 363 （184）

４校区合計 1,183 2,825（1322）
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図 2.1-1 第１回住民説明会での説明資料／デマンド交通実証実験の概要
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図 2.1-2 第１回住民説明会での説明資料／デマンド交通基本料金案
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(2) 第 2 回実証実験に関する関宮地域の各校区への説明会

実施日： 2025 年 10 月 17 日（関宮校区）

2025 年 10 月 21 日（出合校区）

2025 年 10 月 2３日（熊次校区）

2025 年 10 月 24 日（大谷校区）

7 月に実施した住民説明会では、先に実施した説明会等で住民から質問および要望が寄せ

られていた「将来の関宮地域における交通体系（想定）」について、資料を用いて改めて説明

を行うとともに、当該内容に関する住民意見の聴取を行った。

あわせて、本年度の実証実験において使用を予定している「広報用リーフレット（案）」を

提示し、実証実験の概要および利用方法に関する説明を行った。特に、LINE を活用した予約

システムを含む運用方法について具体的に説明することで、実証実験への参加に必要な手続

きや利用の流れに対する理解の促進を図った。

なお、当該説明会において使用した資料の概要については、図 2.1-3 に示す。

図 2.1-3 第 2 回住民説明会での説明資料（将来の交通体系について）
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図 2.1-4 第 2 回住民説明会での説明資料（実証実験の案内リーフレット案について）

        ※説明会時に用いた資料で、各戸に配布した最終版ではない。
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図 2.1-4 第 2 回住民説明会での説明資料（実証実験の案内リーフレット案について）

        ※説明会時に用いた資料で、各戸に配布した最終版ではない。
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図 2.1-5 第 2 回住民説明会での説明資料（実証実験の案内リーフレット簡易版案について）

        ※説明会時に用いた資料で、各戸に配布した最終版ではない。
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(3) 住民説明会での主な質問内容

(1)項および(2)項で示した 2 回の住民説明会においては、将来的な利用者となる地域住

民から多様な質問および意見が寄せられた。本項では、これらの説明会を通じて得られた主

な質問内容を整理するとともに、それらに対する運営側（養父市、全但バス株式会社、

JARI）からの回答および対応方針について取りまとめる。

住民から寄せられた質問の内容は、概ね以下の九つの観点に分類することができた。

① 利用料金体系および割引制度等に関する事項

② 車両仕様および輸送力に関する事項

③ 運行範囲ならびに他交通機関との接続に関する事項

④ 予約方法およびアプリケーションの操作性に関する事項

⑤ 冬季運行時における安全性に関する事項

⑥ デマンド交通と既存サービス（デマンドバス、やぶくる）との役割分担に関する事項

⑦ 本格実装に向けた今後の進め方に関する事項

⑧ 配布資料の分かりやすさに対する改善要望

⑨ その他の意見・質問

以下では、これらの分類ごとに具体的な質問内容を整理し、それぞれに対する運営側

（市、全但バス、JARI）からの回答および現時点での対応方針を示す。
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① 利用料金体系および割引制度等に関する事項

質 問 回答及び対応等

既存の高齢者 150 円制度（70

歳以上）の適用はあるのか？本

格導入時には適用されるのか？

今回の実証では未適用。65 歳以上は「デマンド交通の基

本料金の半額」で運用。実装に向けて制度を担当する社

会福祉課と引き続き協議を進める。

従来の路線バス運賃と比べ運賃

が高いのでは？今後の見直しの

可能性は？

デマンド交通は「路線バスとタクシーの中間」のサービ

スと位置づけているため、バス運賃を参考にしつつ、サ

ービス特性に応じて運賃を設定している。実装時の運賃

は、実証結果を踏まえて検討する。

割引の年齢確認や手帳確認の方

法は？ マイナンバーカード提

示は抵抗がある。

公的原本の提示（免許証・返納証明・障害者手帳・マイ

ナンバーカード等）を基本とする。将来は簡便な会員証/

カードも検討する（偽用・再発行が課題）。バスでは乗車

時に高齢者等優待乗車証を提示している。

養父市の「やっぷるカード」や

キャッシュレス決済は使えるよ

うになる？

将来的な検討課題として前向きに検討する。実証では現

金のみ。

回数券・定額利用（サブスク）

は？

今回は未導入。将来検討したい内容として認識してい

る。

② 車両仕様および輸送力に関する事項

質問 回答

実証実験に用いる車両は軽自動

車か？

軽自動車ではない。事業用のタクシー車両（普通車）で四

駆車両を使用。今年度は緑ナンバー事業用車で運行。

4 エリアに対して 2 台では不足

では？ 同時間帯に重なったら

利用できないのでは？

昨年度の利用実績（1 日平均 6.5 人）から、今年度も 2 台

で対応可能と判断。もし需要が増えれば、台数増加も検討

する。

車いすでの乗車は可能か？
今年度車両は一般的な乗用車のため車いすの対応は不可。

代替手段としてやぶくるやタクシー等を利用して欲しい。

スキー板を載せられるか？キャ

リアは？

今年度は普通乗用車でキャリアなし。スキー板積載は困

難。次年度以降の検討課題として受け止める。
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③ 運行範囲ならびに他交通機関との接続に関する事項

質問 回答

関宮から大谷までしか行けない

のか？三宅地区は対象外に見え

るが？

大谷以外にも、各ミーティングポイントまで行くことが

可能。三宅もミーティングポイントに含まれる。 将来像

図の表現が誤解を生んでおり、修正を行う。

熊次→大谷はそのまま行けるの

か？関宮で乗り換えが必要？

直行できる。 実証期間中は、16 時までに予約さえ成立

していれば、熊次から大谷まで直接送迎する。

16 時に予約して、遅延で迎車

が 16:20 や 16:30 になった場

合でも来てもらえるのか？

遅延しても「予約成立後は原則運行を継続」する。利用

者と連絡しつつ調整する。

16 時を少し過ぎたら来てくれ

ない可能性はある？

一般道路事情の遅延は許容範囲内であり、配車される。

災害級の雪などの場合のみ相談のうえ判断する。

車が遅れたらどれくらい待つの

か？

基本は 5 分待機ルール。ただし冬季は状況次第で柔軟に

対応。
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④ 予約方法およびアプリケーションの操作性に関する事項

質問 回答

スマホでの登録や LINE 操作が

難しいが、電話のみで利用でき

るのか？

電話のみで予約・利用可。Web は利便性向上の選択肢であ

る。関宮地域局での登録・使い方説明会、スマホ出張教室

等も実施する予定。

電話と Web 予約の違いは？

電話と WEB 予約では受付対応時間が異なる。また、Web

予約の場合は到着 30 分前に到着予想時刻を通知する（車

両位置表示も可能）。電話は大幅遅延の場合に個別連絡

（数分の前後は連絡なし）。

代理予約は可能？ 複数人まと

めて予約は？

可能。支援者用アカウントや PC からも代理予約可。同一

経路なら一件で複数名の予約ができる（電話でも「3 人

分」等 OK）。ルールの周知を図っていく。

予約は何日前からいつまで？ 1 週間前～1 時間前まで。

会員登録や個人情報の扱い（電

話のみ利用者の情報は？）

電話利用者も事業者側で利用者登録・履歴の紐付けを行う

（次回以降の円滑化）。

当日の診療終了時間が読めない

時、変更は可能？

遅延の連絡を受けた後、利用者の判断でキャンセルも可

能。

診療所の診察終了時刻が読めな

いため、「1 時間前までに予約

変更」は現実的でないのでは？

1 時間前までであれば変更は可能だが、それでも使いにく

い面があることは認識している。対応策について今後検討

していく。

予約時に生年月日が必要なのは

何のため？その確認方法は？

生年月日は料金（半額適用）判定のため。登録時に確認す

る予定であるが、証明制度の導入についても検討を進めた

い。

高齢者にアプリ利用は現実的で

ないのでは？

多くは電話予約が主と想定している。スマホは必須ではな

い。

LINE の友だち追加はどう使

う？

既存の LINE 公式から新予約サイトに遷移。メールなしで

も会員番号＋暗証番号（4 桁）で初回設定可能。電話口で

会員番号・PW を案内することも可能。

スマホ普及を促す策（価格差な

ど）は？

先行地域ではアプリ予約で安くする等の施策例あり。現段

階は電話も等しく利用可とし、出張教室でスキル習得を後

押したい。
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⑤ 冬季運行時における安全性に関する事項

質問 回答

「冬季も運行可能」と記載され

ているが、実際は通れない場所

があるのでは？

自治会とも協議したが、一部ポイントは冬季に困難な可

能性を認識している。表示方法は改善を検討。

冬期にやぶくるが大久保線を通

れず迂回した場合の料金は？
今後検討する課題（運賃体系を含め事業者と協議する。）

本格的な積雪が出る 2 月まで実

証すべきでは？

国の補助金の関係で 1 月 18 日までに終了する必要があ

る。ただし実装に向け、2 月の状況も別途調査する予

定。

雪で迎えに来られない場合や遅

延が出る場合の連絡方法は？

・LINE 利用者には LINE で配信。

・予約者には個別連絡で説明し、代替手段も相談。

・建設課とも連携し、通行可否を随時確認する。

「行ける」と言われたのに行け

ない、積雪でポイントに入れな

い場合どうする？ケースが出る

のでは？

代替ポイントの案内など柔軟に対応。実際に冬に運行し

て「どこが行ける／行けないか」を検証するのが本実証

の目的。除雪担当（建設課）と連携し情報精度を上げ

る。

雪の中で待つのは大変。「あと

何分で到着」が分かるようにで

きないか？

アプリ登録者には 車両位置のリアルタイム表示と 30 分

前に自動通知がある。より正確な到着予測は次年度改善

点として検討。

⑥ デマンド交通と既存サービス（デマンドバス、やぶくる）との役割分担に関する事項

質問 回答

デマンドとやぶくる／タクシ

ーの違いは？

デマンドは乗降ポイント方式＋相乗りで低コスト。やぶく

る／タクシーはドアツードアで付加価値を高めている（高

コスト）。用途に応じた賢い選択を推奨。

デマンド導入でやぶくるの利

用が減り、ドライバー不足が

悪化しないか？

デマンド交通はミーティングポイント方式でドアツードア

の「やぶくる」と役割が異なる。サービスの明確な住み分

けで共存を目指す。

利用者がデマンドに流れすぎ

ないか？

実証結果を踏まえてサービス比重（運賃など）の調整も検

討する。
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⑦ 本格実装に向けた今後の進め方に関する事項

質問 回答

今後の実装にむけたスケジュー

ルは？

R9 年 4 月の小さな拠点供用開始に合わせ本格運用目標。

今年度＝実証、来年度＝試験運行へ移行の想定。

本格運用時の交通体系は？（9

〜16 時は路線バス廃止？）

朝夕は既存の路線でバスを運行し、日中は小さな拠点（関

宮）でデマンド交通と路線バスが接続する（大谷は路線に

直接乗継可）。

路線バスダイヤの変更や削減は

いつ頃になるのか？
路線は残るが便数調整を予定。

夏・冬休みなどの休校時はどう

する？

朝夕は通学需要に応じて路線バスを運行する。

小中学生の利用パターンを踏まえて今後調整が必要。

路線バス出発時刻前に利用が集

中し、乗れない人が出るので

は？

現時点の利用実績ではそのような混雑は起きにくい。

もし実装後に集中すれば、台数増加などで対応検討。

湯村・村岡方面の路線バスはど

うなる？

現行どおり運行。日中の低利用時間帯のみデマンド交通を

活用する。

将来像図にコミュニティバスが

描かれていないが廃止されるの

か？

日中（9:00〜16:00）はデマンド交通に置き換わるが、

コミュニティバス自体は廃止しない。

2026 年度も実証実験は続く？ 市は来年度予算を要求予定。継続を前提に調整中。

デマンドが遅れて接続が切れた

ら？

遅延時は個別連絡し、利用者判断でキャンセル可能。接続

保証ではないが、できる限り調整する。

八鹿駅から観光客が 15 名など

大量に来た場合どうする？

大量需要時には臨時便・大きい車両（マイクロバス等）・

シャトルの導入を検討する。

スキーやイベントシーズンに大

人数が動くと輸送できないので

は？

ピーク時は臨時運行も含め柔軟に対応する。データを見な

がら改善。

拠点完成後、全但バスさんは拠

点に常駐することになるのか？

職員の常駐は想定しないが、車両は拠点を拠点として配置

する。
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⑧ 配布資料の分かりやすさに対する改善要望

質問 回答

観光施設やリフト前などをミ

ーティングポイントとして追

加できるか？

追加は可能。今年度は間に合わないが、実証後のヒアリング

で追加要望を受けて次年度に反映する。

観光客向けのポイントも設け

られるか？

要望があれば検討する方針。住民以外の利用も想定して改善

する。

乗降場所の表記揺れ（「炊く

前／宅前」「ふれあい広場

口」など）を直してほしい

修正する（例：「宅前」に統一、「ふれあい広場口」に修

正）。

乗降ポイント番号の付け方

は？イベント追加でズレるの

では？

東側起点の順付けへ再整理。イベント用の臨時ポイント追加

時は再配布対応。

地図の地区色分けが分かりづ

らい／凡例が欲しい

スマホ地図は視認性重視の色分け（路線色とは連動せず）。

地区色分けの凡例を地図内に明示する方向で検討。

イベント（例：福祉施設「ま

んどの湯」）と連携した臨時

ポイント設定は可能？

可能。今年も事前登録し、専用チラシで案内。番号は全体再

整理で対応。

乗降ポイントに漏れがある。

追加は可能か？

今年度の実証期間で意見を反映し、修正可能。

本格実装前に再度見直しを行う。

大谷地域の区名（谷・三宅な

ど）も地図や停名に入れてほ

しい

地区表示の工夫について検討。番号・名称は東起点で再整

理。

中学生以下の無料表記が不統

一
表記を「中学生以下」に統一。

資料・地図が見づらい／縮尺

不一致で位置把握が難しい

スマホ地図の QR 連携を用意。地図内凡例・境界表現の工夫

を検討。

パンフレットの「16 時まで

の乗車」が紛らわしい

訂正する。正しくは「16 時までに乗車できるような予約が

成立すれば運行する」。

時間指定の表記がわかりづら

い（“前後/以降/までに到

着”）が分かりづらい

指定時刻“前後”／“以降に出発”／“までに到着”と説明

文の表現改善を資料に反映する。予約時は到着予定±10 分

を提示し、乗車 30 分前に確定時刻を再通知（Web）。

昨年度の利用実績を示してほ

しい

昨年度は 1 日平均約 6 名の利用（同時間帯の路線バスより

多い）。今年も料金導入後で同程度を想定。
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⑨ その他の意見・質問

質 問 回答

周知が運行開始（11/8）より

遅れて 11 月広報になるが大丈

夫か？

広報はやむを得ず運行開始後になるが、

簡易チラシ／掲示板／告知放送／自治協経由配布／市 HP

先行掲載で補完。実証実験開始日と受付電話頑号等を明

記して先行告知する。また、初日のサポート拠点（関宮

地域局）でも対応する。

乗降ポイントの現地目印（旗/

ステッカー）はいつ設置？ 個

人宅への掲示は？

11 月に入ってから 2〜3 日で設置完了予定。個人宅は事

前連絡・許可の上で掲示。

屋根のある待機場所が少なく、

雨雪や猛暑がつらい

課題を共有する。位置通知と 30 分前確定通知の活用を推

奨。冬期の遅延・安全性データを蓄積し改善へ。将来的

な待機環境の整備は検討課題とする。

(4) 検討・検証が必要な事項（まとめ）

前節までに整理した住民説明会における質問および要望を踏まえ、本実証実験の結果なら

びに今後の取り組みの中で、継続的に検証すべき事項、あるいはサービス提供主体が対応を

検討すべき事項について整理を行った。その結果、主な検討・検証事項は以下の七つの観点

に大別された。

① 利用料金体系の妥当性（利用者負担との均衡）

デマンド交通の利用料金については、既存の路線バス運賃との比較において「高い」と認

識される要因の把握が課題として示された。このため、料金水準に対する利用者意識の調査

を行うとともに、高齢者割引制度（70 歳以上は市内均一 150 円）の適用可能性について、

制度を担当する社会福祉課と連携した検討が必要である。

また、キャッシュレス決済、やっぷるカード、ポイント制度等の導入については、導入・

運用コストと利便性向上効果のバランスを検証する必要がある。加えて、回数券や定額制

（サブスクリプション）制度の導入可能性についても、制度設計および運営面から検討を行

う必要がある。

② 車両台数および輸送力の最適化

現行の 2 台体制による運行が、需要に対して十分な輸送力を確保できているかについて、

実証データに基づく継続的な分析が求められる。特に、診療所の利用時間帯、通学時間帯、

地域イベント開催時等における需要集中の発生パターンを把握する必要がある。また、車い
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す対応車両の導入可能性や、スキーシーズン等の観光需要増加期における臨時車両（マイク

ロバス等）の投入についても検討対象とする。

③ ミーティングポイント（乗降場所）の再整理

ミーティングポイントについては、観光施設やイベント会場等の追加要望を含め、住民ニ

ーズを反映した見直しが必要である。あわせて、冬季における通行可否の把握と、それに応

じた代替ポイントの設定が求められる。さらに、ミーティングポイントの番号体系の一貫性

確保や、イベント等による追加・変更時の更新手順の整理、現地サイン（ステッカー等）の

認知向上策についても検討を行う必要がある。

④ 予約ルールおよび運用ルールの使いやすさ

予約・運用ルールについては、診療時間が確定しない利用者等に配慮した柔軟な変更ルー

ルの検討が課題として挙げられた。また、アプリを利用しない層を想定した電話予約を中心

とする利用環境の改善や、個人情報（生年月日、割引適用確認等）の取扱いに関する説明の

分かりやすさについても、引き続き改善が求められる。

⑤ 冬季運行における安全性および確実性の確保

冬季運行に関しては、除雪体制および道路状況に関する情報共有フローについて、建設部

局等との連携を前提とした整理が必要である。あわせて、積雪時における通行可否のエリア

別データ化や、降雪時の待機負担を軽減するための利用者への連絡・通知手段の整備が求め

られる。さらに、積雪による迂回運行時の運賃の取扱いや運行条件についても検討を行う必

要がある。

⑥ 路線バス・コミュニティバスとの再編（交通体系全体の再設計）

将来的な交通体系の再編に向けては、日中時間帯におけるデマンド交通と路線バスとの乗

継運用の可能性を検討する必要がある。また、既存サービスである「やぶくる」との役割分

担を明確化し、ドア・ツー・ドア型輸送と乗合型ポイント方式の適切な使い分けを整理する

ことが求められる。さらに、観光客等による一時的な大量需要への対応方針（臨時便、シャ

トル運行等）についても検討課題とする。

⑦ 情報発信および広報体制の改善

情報発信については、住民への周知タイミングの適切化や、広報の遅延を補完する体制整

備が課題として挙げられた。加えて、配布資料における地図表現、凡例、停留所名称の統一

等、視認性・理解度の向上が求められる。スマートフォン向け地図や QR コードの活用、な

らびに待機環境（屋根等）の整備に関する検討も、利用環境向上の観点から重要な検討事項

である。
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2.2．予約制乗合交通実証運行分析

(1) 予約制乗合交通の予約者データ・運行実績の分析

本年度の予約制乗合交通の実証実験は、2025 年 11 月 18 日～2026 年 1 月 18 日（運休

日：12 月 30 日～2026 年 1 月３日）の 57 日間実施した。期間中における地域外からの外

来者を含めたのべ利用者数は 177 名（ユニークユーザー数：40 名）となった。内訳は次の

通りである。

表 2.2-1 デマンド交通利用者実績の内訳

デマンド利用申し込み種別 人数

一般 一般からのデマンド申込み 96

自治協 自治協議会からの代理予約 40

教育 地域の小中学校の利用者 17

社協 社協との連携による外出支援 24

合計 177

今回の実証実験では、関宮学園（小・中学校）との連携や、養父市社会福祉協議会との連携

による利用については、利用料金を無料として運営した（有償 136 名、無償 41 名）

さらに関宮地区におけるデマンド交通の利用実績に、会員番号ごとの延べ利用回数の状況

を調査した結果を図 2.2-1 に示す。なお、会員番号 1 ・5 ・6 は自治協議会による代理予約に

基づく利用となっており、個人による自発的利用はまだまだ限定的であることを示している。

これは、実装を見据えた有償での実験であったことを考慮する必要があるが、移動ニーズの

みならず予約行為自体が利用を左右する要因であることを示唆しており、自治協などの中間

支援主体の協力体制を整備することが、デマンド交通の実効性を高めることになることを示

唆していると思われる。
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(2) 乗客アンケートの分析

① アンケート概要

図 2.2-2 に示す質問票を乗客に提示して回答を依頼し、降車時に回収した。回答はユニ

ークユーザー数 40 名のうち、回答者数は 23 名（回収率：約 58％）であった。

図 2.2-2 乗車アンケート質問票
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② 予約方法に関する回答

図 2.2-3 に、予約・利用手続きの難易度に対する主観的評価の分布を示す。

回答結果では、「普通」と評価した利用者が 78％と最も多く、「簡単だった」と回答し

た利用者も 18％を占めている。一方で、「難しかった」と感じた利用者は 4％にとどまっ

ており、大多数の利用者が、デマンド交通の利用手続きを大きな負担なく受け止めているこ

とが確認された。

特に、「簡単だった」および「普通」との回答を合わせると 96％に達しており、現行の

予約・利用方法は、地域の高齢者を含む利用者層に対して一定の分かりやすさと受容性を有

していると評価できる。この結果は、自治協による代理予約や関係者の伴走的支援といった

運用面での工夫が、利用者の心理的・実務的負担を軽減している可能性を示唆している。

以上より、本図は、関宮地区のデマンド交通が利用者に概ね受け入れられている段階に到

達していることを示すとともに、運用改善を通じて、より使いやすい地域交通へと発展させ

ていく可能性を示した結果である。

図 2.2-3 予約方法について

② 乗降場所に関する回答

乗降場所に関するアンケート結果を図 2.2-4 に示す。回答結果では、「分かりやすい」と

評価した利用者が 91％と大多数を占めており、現行の乗降場所の設定や案内方法が、利用者

に十分理解され、実際の利用においても円滑に機能していることが確認された。また、「分か

りにくい」と回答した利用者は 9％にとどまり、「不便だった」とする否定的評価は認められ

なかった。

この結果は、デマンド交通において課題となりやすい「どこで乗り降りするのか」という

点について、利用者目線に配慮した乗降場所の設定や周知が一定の成果を上げていることを

示唆している。特に、高齢者を含む利用者層において、乗降場所が直感的に理解されている

点は、実運用段階における制度の成熟度を示す重要な指標と評価できる。

簡単だった
18%

普通
78%

難しかった
4%
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図 2.2-4 乗降場所について

③ 配車時間に関する回答

図 2.2-5 に配車時間に関するアンケート結果を示す。回答結果を見ると、「予定通りだっ

た」と評価した利用者が 91.3％と大多数を占めており、デマンド交通の配車が、事前に利用

者へ提示した時間どおりに運行されていることが高い確率で達成されていることが確認され

た。また、「予定より少し早かった」および「予定よりだいぶ遅かった」と回答した利用者は

いずれも 4.3％にとどまっており、「予定よりだいぶ早かった」「予定より少し遅かった」と

いった評価は認められなかった。

この結果は、デマンド交通において課題となりやすい配車時刻の不確実性が、関宮地区では

一定程度抑制されていることを示している。特に、利用者の約 9 割が「予定通り」と評価し

ている点は、配車調整および運行管理が安定的に機能していることを示す重要な成果と評価

できる。

図 2.2-5 配車時間について
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④ 許容可能な配車時間に関する回答

デマンド交通の配車（迎車）に要する時間について、利用者が「許容できる」と感じる上

限を集計した結果を図 2.2-6 に示す。

回答結果によると、「5 分以内」を許容範囲とする利用者が 70％と最も多く、次いで

「10 分以内」が 22％を占めている。これらを合わせると、全体の 92％が 10 分以内の配

車を許容しており、利用者の多くが、比較的短時間での配車を期待している一方で、10 分

程度までを現実的な許容範囲として認識していることが分かる。

今後は、利用者数の増加や気象条件等による変動を考慮しつつ、おおむね 10 分以内の配

車を標準とする運行水準を維持・向上させることが、利用満足度の継続的な確保に資すると

考えられる。

図 2.2-6 許容可能な配車時間のずれについて

⑤ デマンド交通の乗車目的に関する回答

図 2.2-7 乗車目的についての分析結果を示す。

通院が最大（39％）であること、買い物が 22％を占めることからは、当該デマンド交通

は、生活を支える移動の役割への期待が大きいことが示されている。一方で、レジャーが 9％

を占める点は、当該交通が「用務交通」にとどまらず、余暇・交流・気晴らしといった生活の

質（QOL）に関わる移動も一定規模で支えていることを示している。これは、「移動する手

段を担保する」ことが、心理的・社会的側面の充足、住民のウェルビーイングに寄与する可

能性を示唆する。通勤・通学については、関宮学園の学生の利用者にはアンケートを実施し

ていないため０％となっているが、実際には、クラブ活動後の帰宅など、スクールバスでは

対応できないニーズがあることが、関係者との協議の中で見えてきている。
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図 2.2-7 乗車目的についての分析

⑥ デマンド交通の総合的な満足度に対する回答

デマンド交通の総合的な満足度に対する利用者の回答結果を、図 2.2-8 に示す。回答の

内訳を見ると、「満足」が 57％、「とても満足」が 39％を占めており、両者を合わせた満

足以上の評価は 96％に達している。この結果は、実際にデマンド交通を利用した住民の評

価として、非常に高い満足度が得られていることを示しており、本事業の成果を端的に表す

重要な指標であると考えられる。

住民説明会等においては、必ずしも実際の利用経験を有しない住民からの意見が多く、利

用料金に関しても「高い」「無料であることが望ましい」といった意見が示されることが少

なくない。一方で、本調査結果が示すように、実際の利用者の大多数がサービス内容に満足

しているという事実は、デマンド交通の提供価値が利用者に十分伝わっていることを示唆し

ている。

特に、満足度が高い評価に集約されていることから、現行の運行水準やサービス内容は、

利用料金を含めて総合的に受容可能な水準にあると推察される。すなわち、利用者は単に料

金の多寡のみで評価しているのではなく、移動の確実性や利便性、安心感といった総合的な

価値を踏まえた上で、本サービスを肯定的に評価していると考えられる。

以上より、本調査結果は、関宮地区におけるデマンド交通が、実利用者の視点において高

い満足度を獲得しており、一定の費用負担を伴う場合であっても持続的に受け入れられる可

能性を有していることを示す成果である。この点は、今後の制度設計や利用者負担のあり方

を検討する上で、重要な実証的知見であると位置づけられる。
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図 2.2-8 デマンド交通についての総合的な満足度

(3) 実証実験および住民説明会等を通じて得られた今後の検討課題

本実証実験ならびに住民説明会を通じて、デマンド交通の有効性や受容性について一定の

成果が確認された一方で、持続的かつ安定的な制度運用に向けて、今後検討すべき課題も明

らかとなった。以下に、来年度以降に重点的に検討すべき主な論点を整理する。

① 利用料金体系の妥当性（利用者負担との均衡）

利用者アンケートにおいては高い満足度が確認されたものの、住民説明会等では利用料金

に関して多様な意見が示された。今後は、実際の利用者評価と未利用者の意識との差異を踏

まえつつ、サービス水準、運行コスト、財政負担の在り方を総合的に勘案した料金体系の妥

当性について検討する必要がある。特に、利用頻度や利用目的に応じた負担の公平性、定額

制や回数券等の導入可能性について、実証的データに基づく検討が求められる。

② 車両台数および輸送力の最適化

利用実績の分析からは、時間帯や曜日によって需要にばらつきが見られることが確認され

ている。今後は、需要特性を踏まえた車両台数および輸送力の最適配置を図ることが重要で

ある。過不足のない運行体制を構築するため、需要予測に基づく柔軟な配車計画や、繁忙期・

閑散期に応じた運行調整手法について検討を進める必要がある。

③ ミーティングポイント（乗降場所）の再整理

乗降場所に関するアンケート結果では概ね高い評価が得られているものの、一部には分か

りにくさを指摘する意見も見られた。今後は、利用実態や利用者属性を踏まえ、視認性・安

全性・分かりやすさの観点からミーティングポイントの再整理を行うことが求められる。併

せて、固定型と柔軟型の乗降方式の使い分けや、案内表示・事前周知の方法についても改善

の余地がある。
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④ 冬季運行における安全性および確実性の確保

積雪や路面凍結といった冬季特有の気象条件は、運行の安全性および定時性に大きな影響

を及ぼす。本実証を通じて、冬季運行におけるリスクが改めて認識されたことから、今後は

冬季対応車両の選定、運行ルールの明確化、代替手段の確保などを含めた、安全かつ確実な

運行体制の構築が必要である。

⑤ 路線バス・コミュニティバスとの再編（交通体系全体の再設計）

デマンド交通単体での評価にとどまらず、地域内に存在する路線バスやコミュニティバス

との関係性を整理し、交通体系全体としての最適化を図ることが重要な課題である。今後は、

役割分担の明確化や乗継ぎの利便性向上を通じて、定時定路線型交通とデマンド型交通を組

み合わせた重層的な地域交通ネットワークの再設計について検討を進める必要がある。

⑥ 小中学校の通学利用の可能性検証

地域交通の有効活用という観点からは、高齢者や一般住民に限らず、小中学生の通学手段

としての活用可能性についても検証の余地がある。安全性や運行時間帯の制約、既存の通学

手段との調整を前提としつつ、特に過疎地域における通学支援の一環として、デマンド交通

の活用可能性を検討することは、地域交通の多目的利用という観点からも意義が大きい。
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2.3 実証実験広報用資料の作成

本年度の実証実験の実施にあたっては、これまでに実施した住民説明会において寄せられ

た意見および要望を踏まえ、「予約制乗合交通の実証実験」に関する利用方法や乗降場所等の

案内を含む広報資料を作成した。広報資料は、住民の理解度や利用場面に応じた情報提供を

目的として、昨年度に引き続き、見開き A3 判の冊子版および A3 判両面の簡易版チラシの 2

種類を作成した。

各広報資料の構成および掲載内容の概要、ならびに資料のキャプチャーについては、図 5-

1～図 5-3 に示す。  

【冊子版広報資料の内容と構成】

  冊子版広報資料は、実証実験の趣旨や利用方法を体系的に理解できることを目的として

構成した。具体的な内容は以下のとおりである。

 表紙・1 ページ目では、実証実験の実施期間および予約申込み用電話番号を明示する

とともに、昨年度の利用実績を示し、あわせてデマンド交通実証実験の目的および社

会的背景について紹介した。

 2 ページ目では、予約制デマンド交通への理解促進を目的として、デマンド交通と路

線バス等の従来型公共交通とのサービスレベルの相違点を説明し、本年度実証実験に

おける運賃体系を提示した。

 3 ページ目では、実証実験の概要および電話による予約手順を示した。

 4 ページ目では、WEB を用いた乗車予約方法として、LINE による友だち登録の手順

を説明した。

 5 ページ目では、予約配車システム(TAKUZO)を用いた WEB 予約に関し、初期設定

方法および具体的な予約手順を示した。

 6～13 ページ目では、各校区ごとの乗降場所（ミーティングポイント）を掲載し、昨

年度の内容を一部修正のうえ整理した。

 14～15 ページ目では、予約制乗合交通の乗車ポイント一覧を掲載し、利用時の参照

性を高めた。

 **裏表紙（16 ページ目）**では、利用者から想定される質問に対応する Q&A を掲載

するとともに、実証実験の実施主体を明示した。

【簡易版チラシの内容と構成】

  簡易版チラシは、実証実験の概要を簡潔に把握できることを目的として作成した。構成

は以下のとおりである。

 表面（1 ページ目）では、実証実験の概要、予約制デマンド交通の基本的な仕組みお

よび運賃を示した。
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 2～3 ページ目では、予約制乗合交通の乗車ポイント一覧を掲載した。

 **裏面（4 ページ目）**では、電話による乗車予約方法を中心に説明するとともに、

簡易な Q&A を掲載した。

このように、冊子版と簡易版チラシを併用することで、住民の情報ニーズや理解度に応じ

た段階的な情報提供を行い、実証実験への円滑な参加および利用促進を図った。
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図 2.3-1 広報用資料冊子版（その１）

（表紙）                 （裏表紙）
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図 5-1 広報用資料冊子版（その 2）

図 2.3-1 広報用資料冊子版（その 2）
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図 2.3-1 広報用資料冊子版（その 3）
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図 2.3-1 広報用資料冊子版（その 4）
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図 2.3-2 広報用資料チラシ版
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3．福祉部門との連携による外出促進に向けた移動手段の導入効果の検証

(1) 研究の背景および目的

同一コンソーシアムに参画する JMAR は、福祉専門職と連携し、「お出かけ」を契機とし

たフレイル予防および改善を目的とする実践的な取り組みを推進している。一方、JARI は、

地域交通の再構築を通じて、住民の移動手段の確保および地域の持続可能性向上を目指した

研究・実証を進めてきた。

本研究では、これら二つの取り組みを有機的に連携させることで、福祉施策の効果を可視

化するとともに、モビリティの確保が地域住民の健康状態や日常生活に与える影響について、

定量的および定性的に評価する手法の確立を目的とする。特に、移動制約を背景とした外出

機会の減少が、健康・社会参加に及ぼす影響に着目し、地域特性を踏まえた持続可能な移動

支援のあり方について検討を行う。

(2) 研究方法の概要

本取り組みでは、介護予防・日常生活支援総合事業（以下、総合事業）または介護予防給付

サービスの利用を希望する要支援者または事業対象者に認定された者を対象とし、外出促進

のための支援介入の前後で比較調査を行う前後比較デザインを採用する。

具体的には、外出支援の開始前および終了後の計 2 回、外出頻度、社会参加状況、主観的

健康状態等に関するアンケート調査を実施する。得られた調査結果を基に、日常的な移動が

課題となっている地域において、効率的かつ持続可能なモビリティ導入手法およびその効果

について分析・検討を行う。

以下に、各取り組み内容を示す。

(3) 取り組み内容

① 自立支援型ケアプランの作成

養父市および養父市社会福祉協議会の職員（ケアマネージャー、生活支援コーディネータ

ー等の介護福祉を専門とする職員を含む）により、研究対象者の選定を行い、個々の状況に

応じた自立支援型ケアプランを作成する。

本実験の対象者は、養父市関宮地域に居住する 65 歳以上の高齢者であり、総合事業また

は介護予防給付サービスの利用を希望する要支援者または事業対象者とする。ケアプランの

作成にあたっては、対象者の生活状況、移動能力、社会参加の状況等を踏まえ、外出機会の

確保および自立支援に資する内容とする。
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② 対象者に対する外出支援の実施

対象者が自立支援型ケアプランに基づき外出を行う際には、バスやタクシー等の公共交通

機関の活用を基本とした外出支援を実施する。具体的な利用手段や支援方法については、JARI

がケアマネージャー等の福祉専門職および交通事業者と協議を行ったうえで決定する。

これにより、単なる移動支援にとどまらず、地域交通資源を活用した持続可能な外出支援

モデルの検証を行う。

③ 効果検証

効果検証として、自立支援型ケアプランに沿った活動の開始前（初回）および開始後 3 か

月（12 週後）の 2 時点において、対象者に対するアンケート調査を実施する。調査項目は、

外出頻度、社会参加状況、健康状態に関する主観的評価等とし、外出支援が対象者の生活お

よび健康に与える影響を把握する。

これらの調査結果を基に、外出支援およびモビリティ確保がフレイル予防・改善に果たす

役割について、定量的・定性的に分析を行うとともに、地域交通施策と福祉施策を連携させ

た実装可能なモデルの検討を行う。

アンケートを図 3-1 に示す。

3.1 対象者の選定

養父市社会福祉協議会の職員により、当初 4 名の研究対象者が選定された。しかし、関宮

地域は冬季にスキー場を有する地域特性から降雪の影響を受けやすく、12 月中旬以降、対象

者のうち 1 名が気象条件を理由として外出支援への参加を中止することとなった。また、別

の対象者 1 名については体調不良により外出を控える状況が生じた。

これらの事情を踏まえ、研究の継続性および対象者数の確保を目的として、2026 年 1 月

より新たに 2 名の対象者を追加し、外出支援期間を同年 3 月末日まで延長する措置を講じた。

なお、本研究は悉皆調査を目的としたものではなく、個々の対象者における状態変化や外

出支援の過程を質的に把握することを主眼としている。そのため、対象期間の延長および対

象者の追加が研究結果の解釈に与える影響は限定的であり、研究全体の妥当性を損なうもの

ではないと判断した。

3.2 主な外出先

外出先の選定にあたっては、原則として対象者本人の希望を優先した。しかし、支援

開始当初は対象者から外出先に関する具体的な要望が十分に表出されない場合が多く、

その際にはケアマネージャーが対象者の生活状況や身体的・心理的状態を踏まえた上

で外出計画を立案することもあった。
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外出先として最も利用頻度が高かったのは、出合校区協議会において毎週火曜日に

開催されている喫茶「さんぽみち」であり、昼食を目的とした外出にほぼ毎週参加して

いた。また、関宮地域外に位置する道の駅「たじま蔵」などにおいて昼食をとる外出も

実施された。

これらの外出支援を継続的に実施する過程において、対象者からは、隣接する豊岡

市までの買い物や新たな食事場所に関する要望が自発的に示されるようになるなど、

外出に対する意欲の向上が認められた。以上のことから、本事業を通じた段階的な外

出経験の積み重ねが、対象者の外出行動に対する主体性を高める可能性が示唆された。

3.3 移動手段の運用と課題

デマンド交通の実証実験期間中においては、原則として当該デマンド交通を優先的

に活用する方針とした。また、地域内のタクシー事業者および自家用有償旅客運送事

業である「やぶくる」に対しては、事前に本事業の目的および趣旨について説明を行

い、外出支援への協力を依頼した。

一方で、複数の交通手段を併用したことにより、利用者からは、乗車場所が交通手段

ごとに異なる点や、車両形状の違いによって識別が困難である点について、理解しに

くいとの意見が複数寄せられた。特に高齢者にとっては、交通手段の多様性が必ずし

も利便性の向上に直結せず、むしろ利用上の混乱を招く要因となる可能性が示唆され

た。

このような課題を踏まえ、事業の中盤以降は、JARI の再委託先である 「NPO 但馬を

結んで育つ会（TMS）」の協力を得て、レンタカーによる運行へと移行した。これによ

り、乗車場所および車両の統一が図られ、利用者にとって理解しやすい運行形態が確

保された。

以上の結果から、高齢者の外出を促進するための移動手段については、単に多様な

交通資源を存在させるだけでなく、利用者の認知的負担や分かりやすさに配慮した運

用が重要であることが示された。今後は、地域に存在する移動資源をいかに確保・整理

し、利用者にとって一貫性のある形で提供していくかについて、さらなる検討が求め

られる。

3.４ 外出支援取り組みの実績

2025 年 12 月～2026 年 3 月 10 日までの外出の実績を表 3.3-1 に示す。
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表 3.3-1 外出支援取り組みの実績

日付 対象者 非対象者 外出先 移動手段

2025 年

12 月 2 日
1 1 であいの里 デマンド交通

12 月 3 日 2 5 熊次小学校 やぶくる／デマンド交通

12 月 9 日 3 3 であいの里
デマンド交通／やぶくる／全

但バス臨時便

12 月 10 日 1 1 関宮喫茶「さち」 デマンド交通

12 月 17 日 1 3 但馬蔵ようか あいあいタクシー

12 月 23 日 2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

2026 年

1 月 13 日
2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

1 月 20 日 2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

1 月 27 日 2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

2 月 10 日 2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

2 月 24 日 2 3 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

2 月 28 日 3 5 養父ビバホール 全但タクシー

3 月 10 日 2 2 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

3 月 19 日

（予定）
2 4 コープデイズ豊岡 レンタカー（TMS 運行）

3 月 24 日

（予定）
2 2 であいの里 レンタカー（TMS 運行）

3.５ 考察

本研究では、研究対象者が 4 名と少数であったにもかかわらず、対象者の一人が周

囲の友人に参加を呼びかけることにより、当初の想定を上回る人数が外出支援に参加

する結果となった。このことは、外出支援が個人単位の支援にとどまらず、対象者を起

点として地域内の人的つながりを活性化させる可能性を有していることを示唆してい

る。すなわち、外出支援は単なる移動手段の提供ではなく、社会的関係性の拡張を通じ

た外出機会の創出に寄与し得ると考えられる。

また、外出を重ねる過程において、外出先に関する希望が対象者自身から多様に示

されるようになった点は重要である。支援開始当初には外出先の選択に消極的であっ

た対象者が、経験の蓄積を通じて主体的に希望を表明するようになったことは、外出

行動に対する自己効力感や主体性の向上を反映している可能性がある。このことから、
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段階的かつ継続的な外出支援は、対象者の外出意欲を喚起し、自律的な外出行動を促

進する上で有効であることが示唆される。

一方で、本事業は冬期に実施されたため、降雪等の気象条件により、計画していた外

出を中止せざるを得ない事例も認められた。積雪地域における外出支援においては、

気象条件が外出機会に与える影響が大きく、季節要因を考慮した柔軟な運用体制の必

要性が明らかとなった。また、外出機会の減少が対象者の心身状態に及ぼす影響につ

いては、本研究の枠組みでは十分に検討することができず、今後の課題として残され

た。

なお、外出支援に関するアンケート調査については、外出支援が一旦終了する 2026

年 4 月以降に分析を行う予定である。これにより、外出支援が対象者の生活満足度や

心理的側面に与える影響について、より包括的な検討が可能になると考えられる。
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Ⅲ－2 仁淀川町の取り組み（JARI 実施分）

1．仁淀川町における活動方針と出口戦略の整理

2025 年度はステージゲートを迎える重要な年度であり、養父市における本事業の

推進にあたっては、ステージゲート時点での達成目標（アウトプット）と、2027 年度

の SIP 事業終了後を見据えた出口戦略を明確に設定した。  

(1) ステージゲートにおけるアウトプット（SRL5 の達成）

本研究では、社会実装段階（SRL5）への到達を見据え、地域特性を踏まえた移動支援

および拠点形成に関する以下のアウトプットを計画した。

第一に、地域を支える移動の仕組みづくりとして、住民共助を基盤とした移動サー

ビスの実装を計画した。併せて、当該移動サービスが高齢者の外出行動や社会参加に

及ぼす影響を把握するための効果評価手法の検討に資するデータを収集することを目

的とした。

第二に、実証的知見の蓄積を前提として、公共交通の再編に向けた取り組みの推進

および提案活動を行うことを計画した。具体的には、地域公共交通計画との連携を図

りつつ、既存の公共交通と住民主体の移動支援を補完的に位置付ける整理を行い、将

来的な交通体系の再構築に資する提案を行うことを目指した。

第三に、移動支援を軸とした取り組みを通じて、持続可能なまちづくりに向けた提

案を行うことを計画した。特に、生活圏域内における移動・交流・見守り機能を一体的

に捉え、地域資源を活用した小規模かつ柔軟な拠点形成のあり方について検討を進め

ることとした。

第四に、いわゆる「小さな小さな拠点」を先行的に設置し、その効果を検証すること

を計画した。拠点を核とした外出支援や交流機会の創出が、住民の外出意欲や地域内

のつながりに与える影響を明らかにすることを目的とした。

最後に、これらの取り組みを統合し、地域包括ケアシステムの視点を組み込んだ拠

点構想を提案することを計画した。移動支援を単独の施策としてではなく、医療・介

護・生活支援・地域交流と連動させることで、住民が住み慣れた地域で暮らし続けるた

めの基盤形成に資する構想の提示を目指した。

(2) SIP 終了後を見据えた出口戦略（SRL7 以上の達成）

SIP 終了後を見据えた出口戦略として、本研究では、社会実装段階の成熟（SRL7 以

上）を目標に、地域交通および拠点形成に関する持続的な運営体制の確立を想定した。

第一に、地域交通の確保に向けた議論および実践活動が、行政、交通事業者、住民の

協働により継続的に行われる状態を到達目標とした。具体的には、SIP 期間中に形成
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された関係主体間の連携を基盤として、地域公共交通のあり方について、単発的な実

証にとどまらない協議・検討・改善のサイクルが自律的に運用される体制の構築を想

定した。これにより、地域の実情に即した交通サービスの維持・再編が、関係主体の合

意形成のもとで継続的に実践されることを目指した。

第二に、まちづくり施策と連携した「小さな小さな拠点」の形成事例を整理し、その

効果を対外的に発信することを出口戦略の一環として位置付けた。移動支援、交流、見

守り等の機能を統合した小規模拠点について、先行的な実践事例を通じて得られる知

見を体系化し、地域内外へ共有することで、他地域への展開可能性を高めることを想

定した。

これらの取り組みを通じて、SIP 終了後においても、研究成果が一過性の実証に終

わることなく、地域主体による運営と意思決定に基づく持続的な実装段階へと移行す

ることを目指した。すなわち、地域交通および拠点形成が、行政施策、地域活動、住民

生活と有機的に結び付いた形で定着する状態を、SRL7 以上の到達像として設定した。

(3) 出口戦略に向けた 2025 年度の仁淀川町の主な取り組み

上記の出口戦略の実現に向けて、2025 年度においては、地域交通およびまちづくり

の持続的展開を見据え、仁淀川町において主に以下の二つの取り組みを実施した。

第一の取り組みとして、お出かけ需要創出を目的とした実証調査走行を実施した。本

取り組みは、単に移動手段を提供するのではなく、移動の「目的地」を創出・再発見す

ることにより、住民の外出意欲を喚起し、新たな交流機会の創出や行動変容を促進す

ることを目的としたものである。あわせて、地域交通を「移動のための手段」としてで

はなく、人が動く目的そのものを生み出す媒介として再定義し、地域活動や日常生活

と結び付いた交通のあり方を検討した。

第二の取り組みとして、公共交通の再構築に向けた制度的・実務的な取り組みを進

めた。具体的には、交通空白地域の解消を目的とした補助事業について仁淀川町が採

択を受け、プロポーザル方式により事業者選定が行われた。その結果、JARI は高知県

内のコンサルタントである「えこ・まち研究室」との共同提案により選定され、地域交

通の再編および持続可能な運営モデルの構築に向けた検討を担うこととなった。

これら二つの取り組みは、外出需要の創出と公共交通の制度的再構築を並行して進め

ることで、SIP 終了後においても地域主体による交通・まちづくりの取り組みが継続

的に展開される基盤を形成することを意図したものであり、出口戦略に向けた重要な

実践段階として位置付けられる。
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2．お出かけ需要創出を目的とした実証調査走行

2.1 実証調査走行（第１回目）

(1) 調査の背景と目的

中山間地域においては、高齢化の進行や自家用車利用の制約により、移動機会の減少が生

活の質や社会参加に大きな影響を及ぼしている。本調査は、町内を周回するバス「くるりん」

と、これに接続するタクシーを組み合わせた移動サービスを試行的に運行し、移動手段の確

保が外出行動、交流、地域経済活動に与える影響を検証することを目的とする。

特に本調査では、移動を「手段」としてのみ捉えるのではなく、人が動く目的そのものを

創出・再発見する仕組みとして再定義し、地域交通の新たな役割を明らかにすることを目指

す。

実証調査走行の概要を表 2.1-1 に示す。

表 2.1-1 実証調査走行の概要

くるりんバスの案内用チラシ（おでかけマップ）を図 2.1-1 に、くるりんバスの時刻表を

表 2.1-2 に示す。

項目 内容

運行エリア 吾川地域大崎地区、吾川地域名野川地区、池川地域土居地区、

仁淀地域森地区

運行日程 令和７年５月９日〜６月３０日（５２日間）

運行時間 【平日】8:30〜14:00（45 分間隔）

【水曜夜】16:30〜20:15（30 分(大崎)1 時間(仁淀・池川)間隔）

【土日】8:30〜14:00（45 分(間隔）

運賃 無料

対象者 フレイルサポーター（200 名超）

使用車両 トヨタ・シエンタ又はホンダ・フリードクラス（7 人乗）を予定

（レンタカーを利用）

乗降方式 ・各地区の主要ポイントにおける定時・定路線方式

・45 分ごとの運行を基本とする

周知方法 フレイルサポーター勉強会での説明、チラシ配布、LINE を利用

協力機関 吾川タクシー、池川交通、高木ハイヤー、

その他 助手席に乗降確認および記録を行うアシスタントが同乗
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図 2.1-1 くるりんバスの案内用チラシ（おでかけマップ）
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表 2.1-2 くるりんバス時刻表

(2) 検証項目

実証調査走行により検証すべき項目は以下の通り。

① 需要創出に関する検証

・移動手段を提供することで、新たなお出かけ需要が顕在化したか

・既存の外出行動が、回数、行き先、時間帯でどのように変化したか

② 行動変容に関する検証

・ハツラッツ活動への新規参加者にどのような変化が見られるか

・「移動できる」という安心感が、外出意欲や生活意識に与える影響

③ 交通体系としての検証
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・町内周回バスとタクシーの乗り継ぎの分かりやすさ

・運行頻度・時間帯の妥当性

・夜間・休日運行の必要性

④ 地域経済・活性化への影響

・消費行動の有無と規模

・商店・事業者側の受け止め

・イベントや交流活動との相乗効果

⑤ 関係者連携・継続性の検証

・交通事業者の実証への関与度

・継続的サービスとしての課題（人材・コスト・制度）

・公共交通活性化協議会での検討素材としての有効性

※ 成功・不成功の双方について、過程・調整・対話の記録を成果として整理し、JARI と共

有する。

(3) 調査設計とデータ収集

調査走行の実施にあたっては、下記のデータの収集のついて検討を実施。

① お出かけ先・目的地の創出

 ・運行経路および停車場所は、生活拠点、商店・飲食店、集会所・交流拠点等を意識して設

定する。

・想定されるお出かけ先を事前に整理し、利用実態との差異を検証する。

② 利用者情報の収集

【収集項目】

・属性（年齢層、居住地区 等）

・利用日時

・乗車・降車場所

・利用目的

・地域循環バス利用後の移動手段（バス停から目的地までの徒歩・同乗・送迎 等）

【収集方法】

・乗車時の簡易記録

・調査票・アンケート

・アシスタントによる聞き取り補足

③ 個人の行動変容に関する調査

以下の 3 時点でアンケート調査を実施する。

・ハツラッツ活動開始前（新規参加者）

・移動手段試験走行前
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・移動手段試験走行後

これにより、外出頻度、外出目的の多様化、社会参加意識の変化を把握する。

図 2.1-2 にアンケート案を示す。

図 2.1-2 お出かけ需要創出のためのアンケート（その 1）
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図 2.1-2 お出かけ需要創出のためのアンケート（その 2）

④ 地域活性化に関する調査

・お出かけ先

・消費金額について、レシートの一時預かり、写真撮影、調査票への自己記入等の方法を

比較検討する。

 ・商店・事業者への簡易ヒアリングを行い、来店客層の変化、時間帯別の影響を把握する。

(3) 実証調査走行結果

① 定量的結果

・延べ利用者：71 名／468 回（1 日平均 11.4 回）利用、168 便運行。

・タクシー接続：215 回（46%）がタクシー連携、253 回（54%）は未使用。

 ・同乗人数：平均 2.8 人。単独利用は 48 回（29%）に留まり、複数人同乗が多数（71%）。

・利用者別回数：中央値 10 回（平均 6.5 回）（図 2.1-3 参照）。

 ・人気目的地：ハツラッツ（70 回）、ドライブ（52 回）、丸八喫茶（30 回）等。 （図2.1-

4 参照）

・曜日・時間帯別利用：平日・午前〜昼の利用が多い傾向。
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② 夜間運行（夜くるりん）

・実績例：5/20（名野川「さるはし」池川から 4 名）、6/26（池川「乾ちゃん」吾川か

ら 3 名）、6/28（同店 吾川 4 名・舟形 2 名）。

図 2.1-3 利用者別利用回数

図 2.1-4 くるりんバス利用目的×利用曜日
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(4) 定性的結果

（利用者）

「町内でも十分に楽しめるお出かけ先があると知れた」「未訪地域に行けて嬉しい」「仲間

と割り勘タクシーという選択肢を学んだ」「動く集いの場として会話・再会が生まれた」等。

（商店・飲食店）

新規来店の増加や売上増の声、“ルート拡張”の要望、タクシー連携の重要性、観光需要の

波及期待等が挙がった。

(5) 考察

移動を“目的そのものを生み出す媒介”と再定義することで、近場の再発見、短時間・低

負荷の外出、交流機会の創出については一定の効果があったと思われる。こうした移動手段

を「動くサロン」として機能させることは、固定拠点（「小さな小さな拠点」）と補完関係と

して有効と思われる。

また、公共交通計画との整合が今後は必要となること、さらに、財源や運用体制のさらな

る検討も必要である。さらに、今回の結果については、次の点を留意する必要があると思わ

れる。

・利用者がフレイルサポーター中心となっており、結果には一種のバイアスがかかってい

るとおもわれること。

・利用料金が無料であるため、需要については過大評価の可能性があること。

・夜間実績については、サンプル数が少ないため、今回の結果をもって結論づけるのは尚

早であること。

・地域活性化にむけた消費動向や影響、消費金額等の把握については検討が必要と思われ

ること。
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2.2 実証調査走行（第 2 回目）

(1) 調査の背景と目的

今春に実施した第 1 回の実証調査走行に引き続き、第 2 回目となる実証調査走行を実施し

た。第 2 回目の調査は、第 1 回調査において明らかとなった課題および検討事項を踏まえ、

その深化を図ることを目的として設計した。

具体的には、第一に、これまで主としてフレイルサポーターを対象としてきた利用者層を、

町民全体へと拡大し、その効果を検討するため、利用者を限定せずに運用を行った。第二に、

町内周回バス「くるりん」とデマンドタクシーとの乗継ぎによる利便性向上や行動変容への

影響を把握することを目的として、乗継ぎ利用の実態およびその効果を検証するためのデー

タ取得を行うための設計を行った。第三に、周回型バスの運行方法について、右回りおよび

左回りの 2 系統を同時に運用する体制を導入し、移動時間の短縮や待ち時間の軽減といった

観点から、利用者利便性の向上を図ることとした。

加えて、昨年秋に池川地域において実施したグリーンスローモビリティ（グリスロ）の運

行についても、本実証の枠組みに再度位置付け、くるりんバスからの乗継ぎの可能性および

その有効性を検証するため、再実施を行った。これにより、異なる移動手段を組み合わせた

地域内モビリティの連携モデルについて、より多角的な検討を行うことを目指すこととした。

実証調査走行の概要を表 2.2-1 に示す。
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表 2.2-1 実証調査走行の概要

項目 内容

運行エリア

吾川地区、仁淀地区、池川地区（町内 3 地区）

※くるりん（町内循環）および池川地区におけるグリーンスローモビリティ

（グリスロ）を運行

運行日程 令和 8 年 1 月 14 日（水）～2 月 12 日（木）

運行時間

【日中】10:00～14:30

※月・木曜日（祝日を除く）は、予約により朝夕の一部便（8:35～、16:10

～）を追加運行

運賃 無料（実証調査として実施）

対象者 フレイルサポーターに限定せず、町民全体を対象

使用車両
・くるりん：普通車（3～6 名乗車、車両 2 台を使用）

・グリスロ：7 人乗り車両（乗務員 2 名＋乗客 5 名）

運行方式
・くるりんは右回り・左回りの 2 系統による同時運行

・定時・定路線方式を基本とし、一部便は予約制を併用

乗降方式

・くるりん：主要拠点（仁淀川町役場、仁淀総合支所、439 交流館等）での

乗降

・一部地点（名野川さるはし前等）は要予約

・グリスロ：池川地区内において原則自由乗降

周知方法
チラシ配布、町広報・既存地域ネットワークを通じた周知、車内での「おで

かけマップ」配布

協力機関 NPO 法人フレイルサポート仁淀川、仁淀川町企画振興課

その他

・SIP 第 3 期「スマートモビリティプラットフォームの構築」事業の一環と

して実施

・くるりんとグリスロの乗継ぎ可能性の検証を目的に同時実施
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(2) 検証項目

① くるりんバス

くるりんバスについては、移動手段としての機能にとどまらず、外出機会の創出や行動変

容への影響を含め、以下の観点から有効性を検証することとした。

・利用者属性の把握を通じて、どのような住民層が本サービスを利用しているかを明らか

にする。具体的には、乗降場所、居住地域（集落

名）、年齢、主な利用目的、くるりん乗車地点ま

での移動手段、ならびに普段の移動手段を検証項

目とする。

・予約行動の実態として、予約を伴わない利用者の

割合を把握し、定時・定路線型サービスとしての

利用しやすさを評価する。

・行動変容の検証として、フレイルサポーターがサ

ポーター以外の住民を誘って利用する事例の有

無、ならびにそれが新たな外出機会の創出につな

がっているかを検討する。

・潜在的ニーズの把握として、現時点では移動手段

に困っていない（本人または同居家族が運転可能）

利用者が、全体利用者に占める割合および人数を

把握し、将来的な移動需要の顕在化可能性を検証

する。

 ・意識変化の検証として、調査終了後に利用者を対

象としたアンケート調査（ハガキまたは聞き取

り）を実施し、利用前後における意識の変化や自

由意見を収集する。

② デマンドタクシー

デマンド型タクシーについては、くるりんバス等と

の連携を前提とした補完的移動手段として、以下の観

点から検証を行う。

 ・利用者属性の検証として、乗降場所、居住地域（集

落名）、年齢、主な利用目的、普段の移動手段を

把握する。

 ・行動変容の検証として、フレイルサポーターが他

の住民を誘って利用する事例や、それが外出機会

の創出につながっているかを検討する。
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・移動困難層以外の利用状況として、現時点で移動手段に困っていない利用者の割合・人

数を把握する。

・意識変化の検証として、利用者へのアンケート調査により、利用前後の意識変化（免許

返納後の暮らしへの不安感、誘い合いによる地域のつながりの変化等）を把握する。

 ・供給側の視点として、タクシー事業者（2 社）への聞き取り調査を実施し、予約・配車に

かかるコスト負担感、事業継続性、将来展望等を整理する。

③ グリーンスローモビリティ

グリスロについては、短距離・低速移動手段と

しての特性を踏まえ、以下の観点から検証を行う。

・利用者属性（居住地域、利用目的）の把握

・グリスロ導入による外出機会の増加

・町内店舗利用頻度の変化

・フレイルサポーターによる誘い合いの有無

・移動手段に困っていない利用者の割合

・常時運行を仮定した場合の受容性に関する意

見

(3) 調査設計とデータ収集

① くるりんバス

上記検証を行うため、以下の調査設計およびデ

ータ収集体制を構築した。

・予約・利用ログ

  各便ごとの利用者の乗降場所、居住地域（集落名）、年齢、主な利用目的、普段の移動

手段について、「くるりんスタンプカード（図 2.2-1）」を用いて記録する。

・前後移動の把握

  くるりんバス利用前後の移動手段について、実装段階での利用イメージ把握を目的とし

て、添乗員が乗車中に聞き取りを行い記録する。

・予約管理データ（図 2.2-2）

  キャンセル率および予約変更履歴については、予約受付窓口において手書きで随時記録

する。

・配車不能事例の把握

  需要過多、車両不足、時間帯の制約等による配車不能ケースについて、受付窓口で理由

を記録する。
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図 2.2-1 くるりんスタンプカード

図 2.2-2 くるりんバス予約表
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② デマンドタクシー

・予約・利用ログ

  予約日時、利用日時、OD、料金、利用者（仮名可）、居住地（集落名）、年齢、利用目

的、乗継先（くるりん・グリスロ）を記録する。

・予約管理データ

  キャンセル率、予約変更履歴については、各タクシー事業者が手書きで記録し、請求時

に提出する。

・配車不能事例

  需要過多、車両不足、時間帯制約等の理由を各事業者が記録する。

③ グリーンスローモビリティ

・運行ログ

  各便ごとに、居住地（池川、町内他地域、町外）、利用目的、乗継の有無（タクシー・く

るりん）、乗車人数、乗降場所を記録する。

・アンケート調査

  調査終了後、町内利用者を対象にハガキまたは聞き取り調査を実施する。

(4) 実証調査走行結果

① 利用実績・利用者の内訳

実証調査走行期間の延べ利用者は、378 人（申し込み人数：386 人中キャンセル 9 人、キ

ャンセル率 2.3％）となった。

また、春季の実証調査走行での課題であったフレイルサポータ―以外の地域住民の利用が

なかったことで、調査結果にはバイアスがかかってしまっているという課題を解決するため、

冬期の実証については、誰でもが利用が可能として実証走行調査を実施することとしたが、

延べ利用者数のうち、フレイルサポーターの利用が 308 人、視察 16 人を除くフレイルサポ

ータ以外の地域の方の利用率はあまり伸びずに 16％程度となった。

さらに、視察目的での利用（非 FS に限定）の７人については、純粋な「地域住民による生

活関連利用」を抽出するため、これら視察の記録を除外して比率を再計算した。この調整後

の FS 以外＝地域住民の比率は約 14%となり、住民全体に対象を拡張したにもかかわらず、

非 FS 層の取り込みは限定的であったことが示唆された。
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図 2.2-3 利用者の内訳

② くるりんバスの利用目的

利用目的の最多は 「飲食」31.9%、次いで「周遊」23.9%、 「飲食・買い物」14.6%、 「買

い物」12.4%となった。上位 3 目的（飲食・周遊・飲食＋買い物の複合）で約 70.4%を占

め、消費・滞在志向（飲食・買い物）と余暇志向（周遊）の外出が大勢を占めている。

 「ハツラッツ」は 6.2%、 「イベント」は 1.8%、 「趣味・習い事」は 0.9%、 「仕事」は

0.4%と少数派にとどまっている。

図 2.2-4 くるりんバスの利用目的

フレイルサ
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１周, 4

イベント, 4 趣味・習い事, 3
仕事, 1
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(5) 考察

  （データの提出を待って分析予定）
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Ⅳ．成果・進捗状況（JMAR 担当分）

JMAR 実施分の 4 地域（北海道池田町、静岡県函南町、静岡県藤枝市、千葉県松戸市）

では、既存の公共交通に加えて、地域住民主体のボランティア輸送など多様な移動手段が広

がりつつある。しかしながら、その利用者は比較的自立度が高い高齢者が中心で、プレフレイ

ル・フレイル高齢者（介護保険上では事業対象者や要支援者）の利用は限定的であった。

図表１ 対象者の心身状態のイメージ

図表 1 のとおり、プレフレイル、フレイルの状態の高齢者に身体機能障害（ADL 障害）はな

く、歩行も、短い距離であれば、重たい荷物を持っていなければといった条件はあるとしても可能

な状態である。一方で、対象の４地域では、東京近郊の松戸市であっても、利便性の高い一部

の地域を除けば買い物や通院等の生活上の移動手段は基本、マイカーであった。そのため、マ

イカーを利用できない高齢者は、外出機会が減り、活動性の低い生活が続くことでフレイルを

発症し、さらに重度化が進んでいく悪循環（いわゆる、フレイルサイクル）に陥ってしまう場合が

少なくない。

そこで、高齢者を「マイカーで自由に移動ができる元気高齢者」「家族送迎を含むマイカー

を利用できない元気高齢者」「プレフレイル状態の要支援高齢者」「要支援高齢者」に分類

し、それぞれの移動手段の現状や社会実装のイメージについて整理すると、図表２のとおりとな

る。

（東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢    作成      葛谷雅文.  日老医誌  46:279‒285, 2009 より
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マイカーで自由に移

動ができる元気高齢

者

家族送迎を含むマイ

カーを利用できない元

気高齢者

プレフレイル状態の

要支援高齢者
要支援高齢者

移

動

手

段

当面は問題ないが、

加齢により交通事

故リスクが高まって

いくので、代替手段

が必要

マイカーと同様の自

らの意思で自由に

外出できる移動手

段（公共交通、住民

主体の移動支援）

を確保することが必

要

マイカーと同様の自

らの意思で自由に

外出できる移動手

段（公共交通、住民

主体の移動支援）

を確保することが必

要

ヘルパーに買い物を

頼んだり、移動の足

がないという理由で

デイサービスを利用

するのではなく、その

財源も活用し、マイ

カーと同様の自らの

意思で自由に外出

できる移動手段（公

共交通、住民主体

の移動支援）を確

保することが必要

社

会

実

装

移動手段はあるの

で、移動の目的（社

会参加の機会）を

用意していくことが

重要

家に閉じこもりがち

にならないように、外

出の意欲を増すよう

な目的を作ることが

重要

通院や買い物など

の必須の外出に加

えて、プレフレイルの

高齢者でも参加可

能な移動の目的を

つくり、週に数回外

出ができ、家に閉じ

こもらないことが重

要

通院や買い物など

の必須の外出に加

えて、フレイル、要支

援者でも参加可能

な移動の目的をつく

り、週に数回外出が

でき、家に閉じこもら

ないことが重要

図表 2 高齢者の分類と移動手段、社会実装

これらを踏まえれば、仮に他の市町村と比較して移動手段が充実していたとしても、それがフ

レイル等の高齢者にとって利用しにくいものであれば、結局、その移動手段は利用されない。ま

た移動手段を利用することはできたとしても、その目的地自体がフレイル等の高齢者にとって利

用しにくければ、そもそも移動手段を利用することはない。

また、フレイルには可逆性があるが（様々な機能をまだ戻せるが）、当該高齢者本人やその家

族など周囲の人間がそのことについての理解が足りず、安易にヘルパーに買い物を頼む、送迎

付のデイサービスでお風呂に入れてもらうといった選択をすれば、移動手段を利用することはな

いし、サービスの利用によりむしろ活動量が減少してフレイルがさらに進む可能性がある。さら

に、フレイル等の高齢者を支える、医療、介護の専門職や行政職員などについても、同様に理解

が足りない場合が少なくなく、また、あえて言えば介護事業者は収益構造上、フレイル状態から

の改善に対するインセンティブがない。
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そこで、４地域において改めて地域が目指す姿を整理し、「フレイル高齢者が出かけたくなる

まち」「フレイル高齢者が安心して買い物に行けるまち」を目指し、そのことで、「フレイル」という

新たなマーケットを作り出すことをゴールと設定した（図表 3）。なお、高齢者のうち、プレフレイ

ル、フレイル、要支援者は実に約半数にのぼり、このマーケットは非常に大きい。

図表 3 「フレイル」という新たなマーケットの提示

介護や医療、保健といった行政分野では、人口減や社会保障費増という厳しい状況の中、フ

レイル等の高齢者の介護予防が極めて大きな課題となっており、一方で、地域の民間企業等も

シュリンクするマーケットにおいて厳しいビジネスを強いられている。新たな移動手段の確保とそ

れらを有効活用するための社会実装は、両者に対して WIN-WIN が成立する環境を作り出す

ことが期待される。

そこで４地域に対して、買い物を例に説明することで、意識変容、行動変容を促した。図表 4

のように、自分でスーパーに行って買い物をしていた高齢者がフレイルの進行を起因に買い物

の支援を求めた場合に、地域に「ヘルパーに買ってきもらう」といった選択肢しかなければ、それ

を選択せざるを得ず、そのことによって買い物に困ることはなくなったとしても、廃用症候群を招

き、フレイルが進行する可能性がある。一方で、地域の移動手段が充実し、フレイルでも利用可

能な移動手段が整備されれば、自ら買い物を続けることができる。
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図表 4 生活支援・介護予防と市場サービス等の役割

実際には、プレフレイル、フレイルの状態の高齢者を以前のような元の生活に戻すには、多数

の専門職や地域住民による多種多様な支援が必要である（図表 5）。そこで、社会実装におい

ては、それらを部分的ではなくトータルに支援する方針とし、その中で、高齢者が地域で元気に

生活するために、移動手段がどの程度効果があるのかを図表６で示すロジックモデルにより、

「見える化」する。

図表 5 要支援高齢者に関わる人々と役割



－71－

図表６ ロジックモデル

また、一定の介入が完了し、効果評価を開始した後も、ケースごとに評価をすることで迅速

（アジャイルに）PDCA を回すことで、多職種の支援方法を継続的に改善するとともに、政策的

な対応が必要な場合には具体的対応を検討する（図表７）。

図表７ 被験者単位での PCDA による社会実装
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1. 北海道池田町の取り組み（JMAR実施分）

1.1  出かける目的の増加

①ROCOCO2 号店

・利用状況（2025 年 4 月～2026 年 2 月） 実人数：平均 128 人/月、延 5,292 人、

②のど筋サロン（スポーツボイス）

・利用状況（2025 年４月～2026 年２月末）： 20 回開催（第２・４水曜日定期開催）

うち組み入れ対象者１名 実施回数１回（2/25 よりスタートしたため）

1.2  自立支援型ケアプランの推進

①軽度要支援者がモビリティを活用して活動量、社会参加が増えるアイデアを多職種で検討。

※池田町の自立支援型地域ケア会議はオンラインで実施

・自立支援型地域ケア会議を

毎月 1 回開催：4 月 16 日、5

月 21 日、6 月 18 日、7 月

16 日、8 月 20 日、9 月 17

日、10 月 15 日、11 月 19

日、1 月 28 日、2 月 18 日、3

月 18 日

・１回の開催につき１ケースを

検討している

・構成メンバー：包括、ケアマ

ネ、薬剤師、理学療法士、生活

支援コーディネーターなど

②対象者の組み入れを迅速に実施するために、町と地域包括支援センターと社会福祉協議会

が協働（表：赤枠部分）
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※対象者の組み入れに関する目線合わせを企業、町、専門職等に周知した資料より抜粋

対象者の組み入れをスピーディーに実施するために、介護保険の専門職で活用している「暫定利

用」のルールを池田町内で再度機関同士によるルールを確認、実行することにした。その結果、契約

に係る訪問調整の遅延化を防ぎ、対象者を待たせずにモビリティを活用できるようになった。

1.3  フレイル予防の普及

①広く住民全体に向けた取組

・音健アワードに 2 年連続で参加し、「COCORO の翼」が入賞した。ふれあい広場 2024 池田の

企画の一環で誕生した作品で、主に２２名が中心となり歌詞、歌唱、ダンスを町民が実施。音楽を

通じた健康づくりや仲間づくりにつな

がり、高齢者のダンス需要が多いこと

もわかった。

・2025 年には第２のご当地ソング

「希望の池田」でエントリー。主に２３

名の高齢者等が中心となり参加した。

ダンスパートと歌唱パートに役割が分

かれ、特に歌唱パートにおいては

COCORO の翼には参加しなかった

人も参加し、奨励賞を受賞した。

※音健アワード：各地で行われている、“うたと音楽”を活用した体操やダンス、またはその活動の中

から秀逸な作品を表彰し発信するもの。「COCORO の翼」は 2025 年年 6 月に DAM にてカラオ

ケ配信、１０月より DK エルダーシステムに搭載されている。
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②ハイリスク者に向けた取組

組み入れ対象者へ、担当ケアマネジャーが介護予防手帳を配布し、

使い方や目標設定について相談・説明している。セルフマネジメントが

できる対象者も、書き込むことが困難な状態の対象者もいる。

1.4 移動手段を用意する

①モビリティタクシーの運行

組み入れ対象者の外出機会を増やすことを目的とし、無料の「モビリティタクシー」（池田町社会福

祉協議会が利用のコーディネートを行い「（株）ワインタクシー」に運行を依頼するサービス）を

2025 年 11 月から導入。当初は、1 日 4 便、市街地中心で運行を開始したが、利用者の声を受

け、2026 年 1 月から運行エリアを町内全域とし、発車時刻を定めない自由な利用に切り替えた。

2025 年 11 月～2026 年 2 月の組み入れ人数は、11 人。

②「ふれあい昼食会」の送迎

利用者より送迎希望の声が相次いできたことを受け、令和８年１月～３月試験的に実施。

時期 全体参加者数 社協送迎対応数 SIP モビリティ利用数

1 月 30 10 4

2 月 31 11 7
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※1/19 ふれあい昼食会

③組み入れ対象者目的地の多様化

「ROCOCO２号店」の組み入れ状況（2025 年 11 月～2026 年 2 月）：実人数 11 人、延べ利用回

数 40 回

・組み入れ対象者の ROCOCO２号店での利用目的は、ふまねっと健康教室、エルダー健康教室、ラジ

オ体操等

・その他、買い物（マックスバリュ池田店）、美容室、病院（いけだ地域医療センター等町内の医療機関、

帯広の病院へモビリティタクシーとバスを乗り継ぐ例も）、個人宅（マージャン仲間が集まり午前～夕方ご

ろまで“おうちサロン”化）

・組み入れ対象者２名が相乗りするケースも増加中。

2. 千葉県松戸市の取り組み（JMAR実施分）

2.1  出かける目的の増加・組み入れ促進の事業

・組み入れ開始に伴い、松戸市内の１５個所ある地域包括支援センターを松戸市職員と合同

でセンターに訪問し、利用者の活動量増加の考え方や組み入れ促進の説明を実施（2025 年

11 月 5 日～2026 年 12 月 12 日）。

・組み入れ状況：介入群 ５０名（令和８年３月３日現在）

＜利用した移動手段＞

グリーンスロー

モビリティ

電車 バス タクシー 家族などが運

転する自動車

その他

数値 ３ １５ １８ １１ ２５ １

割合 ４．１％ ２０．５％ ２４．７％ １５．１％ ３４．２％ １．４％

＜外出目的＞

買い物 通院 食事 趣味・交流 体操 その他

数値 ３２ １５ ８ １４ ２ ７

割合 ４１．０％ １９．２％ １０．３％ １７．９％ ２．６％ ９．０％

対照群 ３１名（令和８年３月３日現在）
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2.2  自立支援型ケアプランの推進

・自立支援型地域ケア会議：２５年度は実施なし。

・研修や勉強会：松戸市職員と連携し、介護予防ケアマネジメントに関係する研修会や移動手段を

活用した事例検討会など、SIP 事業に関係する機会を複数回実施。また、地域包括支援センター

が定期開催している会議に参加し連

携構築を行った（詳細は次の通り）

6/13 包括向け研修会、7/23 イン

テーク研修、7/25 ケアプラン位置

づけ研修、7/28 包括社会福祉士

と多機能コーディネーター合同研修

会、8/8 事例検討研修会、1/13 ケ

アマネジャー向け研修会

※8/8 事例検討研修会の画像

2.3  フレイル予防の普及

・住民向けの啓発行事は実施梨。松戸市高齢福祉部門の職員向け研修（5/22）,地域包括

支援センターや第 1 層生活支援コーディネーター向け研修（8/26）、「多機能コーディネータ

ー地域会議」（3/27）、「総合事業あり方懇談会」（2/16）などを通じてフレイル状態の高齢

者が元の暮らしに戻れるための支援を提供する手法や施策のあり方を検討した。

2.4  移動手段を用意する

・グリーンスローモビリティは平日の午前午後に 1 便以上運行する条件のもと、地区ごとの創意

工夫で活用が進んでいるが、導入地区の拡大が課題となっている。2026 年 2 月には、グリー

ンスローモビリティの導入に向けた説明会とあわせ、マイカーボランティアなどの事例を学ぶ勉

強会を開催。自治会長を中心とした 15 名が参加した。

※2/4 グリスロ説明会
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3. 静岡県函南町の取り組み（JMAR実施分）

3.1. 出かける目的の増加

介入、対照地域の自治会や住民団体と「地域の支えあい勉強会」を町役場担当者と協働し

実施。交流の機会を創り出すことに関心を持った地域の住民による「勉強会」という名の集い

や、勉強会から発展し、住民の自律的な運営による通いの場が立ち上がった。

■ヒューマンヒルズ区（対照地域）

名称 地域の支えあい勉強会

内容 フレイル予防に係る勉強会

プロセス ①2025 年７月６日（日）「ヒューマンヒルズ区：フレイル予防についての勉

強会」

→SIP 事業についての説明とフレイルについての啓発

②2026 年１月 21 日（水）「ヒューマンヒルズ区：コアメンバー打合せ」

→フレイル予防に資する交流機会を継続したいという区長と民生委員の意

向。自治会役員が交替しても継続されるよう引き継げるよう、年度内は進

めていく。

③2026 年２月 15 日（日）「ヒューマンヒルズ区の社会資源を見直そう」

→区内にある社会資源を洗い出し、住民自らの誘い出し機能について話し

合う。交流の場が必要だという認識は一致し、次年度も「勉強会」の継続開

催は確認できた。４月には「お試し交流の場」としてお花見を実施検討。

※2026 年２月 15 日「ヒューマンヒルズ区の社会資源を見直そう」
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■宝蔵台区（対照地域）

名称 サロン de イキイキ

内容 月１回・自治会館にて交流等

プロセス ①2025 年７月６日（日）「宝蔵台区：フレイル予防についての勉強会」

→SIP 事業についての説明とフレイルについての啓発

②2025 年９月 21 日（日）「宝蔵台区サロン立上げ会議」

→前回の勉強会を契機として有志の打合せを実施

③2025 年 11 月 22 日（土）「サロン de イキイキ」初回開催

→まずはやってみようというコアメンバーの発案により実施。地域包括支援

センターから消費者被害についての講話、その後意見交換。

④2025 年 12 月 21 日（土）「サロン de イキイキ」第２回開催

→自治会館での談話に限定せず、避難場所になっている小学校までの散

歩も実施。年明けからは住民による自主自立運営へ移行。

※2025 年 11 月 22 日（土）「サロン de イキイキ」初回開催

これらの取り組みにより、介入地域だけでなく、対照地域の被験者も定期的に社会参加でき

る通いの場の創出につながった。意識変容から行動変容につながったことで、被験者の社会参

加の選択肢が広がり、活動量・筋力・認知機能などの向上だけでなく、本人のコミュニティの維

持が期待される。

これにより、定期的な外出頻度の増加による活動量の増加を図り、６ヶ月後の事後調査時に

おいて、健康アウトカムの維持向上や介護給付費の抑制が見込まれる。
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3.2  自立支援型ケアプランの推進

自立支援型地域ケア会議が年４回開催され、伴走支援した。また、実際にケアプランを作成する

ケアマネジャーだけでなく、病院のソーシャルワーカーや民生委員など、フレイル高齢者を支援する関

係者を対象に、地域ケア連携会議において、介護予防ケアマネジメントの考え方を講義形式で説明

した。

・自立支援型地域ケア会議 ① 2025 年５月 27 日 ②８月 26 日 ③11 月 25 日                     

④ 2026 年２月 24 日

・地域ケア連携会議      2025 年 10 月 26 日

3.3  フレイル予防の普及

函南町は、SIP 事業の推進によるフレイル予防の理解が、介入、対照地域の住民を中心に理

解が進みつつある。住民による生活支援ボランティア団体が、自ら発案し、介護や福祉専門職

を招いた住民交流会を開催するに至っている地域もある。ただし、一般の高齢者には、介護サ

ービス以外の居場所を知らない方も多いことから、着実な取り組みとして次年度以降も定期的

に開催していくことが確認された。

・ダイヤランド区（介入地区）

ダイヤランド暮らしの応援隊主催 ①会員交流会 2025 年 10 月 11 日（土）                 

②はははの会  2026 年 3 月 7 日（土）

※ダイヤランド暮らしの応援隊会員交流会
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※ダイヤランドのシニア交流企画

3.4  移動手段を用意する

①隣地自治会の住民協働による移動支援の運行（ダイヤランド・エメラルド）

介入地区のダイヤランド区とエメラルド区は、同じ山間地域で隣り合っているが、令和 8 年 2 月末

現在約 1800 人が住民票登録されているダイヤランド区と比較し、エメラルド区は約 260 人であ

る。移動手段を手当し、その後地域で実装していくことを念頭に置き、エメラルド区だけでは車両の

維持管理や運行管理も困難な見通しである。そのため、ダイヤランドの住民とカーシェアサービスを

利用することで、需要を確保するという方法を進めている。

２地区が方向性は共有できているが、既に住民主体の移動支援に取り組むダイヤランド区の住民

と、ゼロから進めているエメラルドの住民との経験と知識の差、エメラルド区の移動ニーズの実態を

明らかにする必要性が生じている。

また、ダイヤランドの住民も、現在団体の規約として買い物と通院に目的を限定しているため、趣

味活動への送迎がどの程度なのか把握が必要になっている。そこで、ダイヤランド区の住民にレンタ

カーの一時利用を 2026 年２月に開始。多様な外出ニーズを把握いただいてから、エメラルド区に

具体的な状況を提示し、カーシェア導入に切り替える予定。
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なお、エメラルド区では、運転者の確保が必要なことから、まずは安心して活動できるよう「運転ボ

ランティア養成講座」を 2025 年８月 26 日に開催した。「地域の支えあい勉強会」に参加されて

いた 12 人が受講し 11 人修了され、人的な資源を確保している。

※2025 年８月 26 日開催：エメラルド区運転ボランティア養成講座

②自家用車を使用した住民主体の移動支援（城山）

城山区は、ダイヤランド区やパサディナ区と異なりゼロから移動支援を構築する地区のため、

方法の選択から自由に意見を交わすところから「地域の支えあい勉強会」が始まっている。他

の地区のように、車両は自分のものは使いたくないという意見がなく、逆に「自分の車の方が慣

れていて危なくない」という意見の運転ボランティアの提案により、運転者が車両の持ち主に限

定される方法を選択している。

2026 年３月 12 日には、実際にフレイル高齢者が乗車し、有志によるプレ運行を実施した。

実際に運行してみると、集合時間にゴミ回収車が通るなどの情報が把握できた。令和 8 年度

にはプレから本格運用へ移行予定。
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※城山区「城山スマイル号」プレ運行の様子

4. 静岡県藤枝市の取り組み（JMAR実施分）

4.1  出かける目的の増加

令和７年度の介護予防フェスタをきっかけとして「わくわくランドいなば」が稲葉地区交流セ

ンターを会場に創設されたが、より身近な場所にあると良いという参加者の意見から、さらに２

か所の通いの場が創設され、選択肢が広がったと言える。
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※通いの場の拡充・新規開設

4.2  自立支援型ケアプランの推進

専門職に対する介入として、自立支援型地域ケア会議及び 2026 年 2 月 16 日に介護予

防ケアマネジメントに関する研修を実施した。藤枝市内の全地域包括支援センターが自立支援

型地域ケア会議を主催するようになった。

・グリーンヒルズ藤枝：４回実施。（2024 年度～）

・開寿園：３回実施（2025 年７月～）

・ふじトピア：１０回実施（2024 年度～）

・社会福祉協議会：７回実施（2024 年度

～）

・第２開寿園（第２開寿園高洲）：６回実施

（2024 年度～）

・亀寿の郷：１２回実施（2024 年度～）

※自立支援型地域ケア会議（第２開寿園）
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4.3  フレイル予防の普及

藤枝市では、コロナ禍によって、全国的に高齢者の通いの場の休止が相次ぎ、通いの場（い

きいきサロン）が休止され、アフターコロナの現在でも再開しないサロンがいまだ存在する。また

コロナ禍の影響だけでなく、地区の高齢化による担い手不足により、自然消滅するサロンも確

認されている。加えて、サロンへ行く気になれないといった「サロンに行きたい」というニーズでは

ない高齢者が増えている現状もあった。

そこで、籠りがちな高齢者の意識を変える「新たな仕掛け」が必須であることから、住民に対

する意識変容や行動変容のため介入を見直すこととし、2026 年６月 25 日（稲葉地区）、７

月 10 日（西益津地区）に「介護予防勉強会」を外出機会の創出を目的として開催した。その

後、約半年の活動について、それぞれの通いの場代表が発表する「介護予防活動発表会」を

2026 年１月 27 日（西益津地区）、28 日（稲葉地区）に実施した。

※2026 年 6～7 月介護予防勉強会（稲葉・西益津）
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※2026 年１月 介護予防活動発表会

4.4  移動手段を用意する

藤枝市には、既存の公共交通に加えて、地域住民主体のボランティア輸送など多様な移動手段

が用意されている。一人ひとりの生活状況、地域環境により必要な移動手段が異なることへの整理

がなされている。 2025 年度は創設された通いの場と移動支援がセットになり、安定的に機能して

いることで、フレイル高齢者の外出につながっている。

※藤枝市における地域交通の全体像
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5. ロジックモデル

①池田町
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②松戸市

③函南町
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④藤枝市
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6. スケジュール

①池田町

②松戸市
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③函南町

④藤枝市
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7．効果の可視化

（１） 新しい移動手段や社会参加機会の創出による高齢者への介護予防効果の検証

先行研究では、外出頻度や交流頻度は、要介護リスクや認知症発症リスクに影響を与えるこ

と、高齢者の外出頻度や身体活動は、自家用車を運転できるかどうかに影響されることなどが

明らかになっている。本研究では、これらを踏まえ、新しい移動手段や社会参加の機会を創出す

ることによる高齢者への効果を定量的・定性的調査によって明らかにする。２０２４年度は、毎年

度実施する(a)悉皆調査（函南町、池田町）と、2024 年 12 月に藤枝市で組入れを開始した

(b)対象者調査を実施した。

(a)悉皆調査

悉皆調査の目的は、要支援・要介護認定を受けていない 75 歳以上の地域在住高齢者を

対象に 4 年間の悉皆調査を行い、新たなモビリティサービスを利用することによる健康状態や

外出、社会参加などの健康アウトカムへの効果を明らかにすることである。2024 年度から開

始し函南町、池田町において、第 1 回目および第 2 回目のアンケート調査を実施した。

①対象者

池田町は市街地（西側）、市街地（東側）、利別地区、農村部、北部の 5 地区町内全域、函

南町はダイヤランド地区、パサディナタウン地区、エメラルド地区、城山地区の 4 地区を事業対

象地域とし、事業対象地域在住の 2024 年 1 月 1 日時点で要支援・要介護認定を受けてい

ない 75 歳以上の者全員を対象とした。

②調査方法

2024 年 3 月および 2024 年 3 月に郵送にて自記式質問紙票を配布し、回収は郵送にて

行った。

③調査項目

調査項目は世帯状況及び経済状況、基本チェックリスト、主観的健康感、WHO-5 精神的

健康状態表、生きがい意識尺度（Ikigai-9）、移動手段、外出頻度、別居家族や友人との電

話等または対面での交流頻度、社会参加状況とした。性別及び年齢は自治体から入手した。

基本チェックリストの総該当数から０～３点は健常、4～7 点はプレフレイル、8 点以上をフレイ

ルと、フレイル状態を算出した。また、基本チェックリストの各領域の該当数から、各要介護リスク

の該当の有無を算出した。運動機能は No.6～10 のうち 3 項目以上該当、栄養は No.11～

12 で 2 項目該当、口腔機能は No.13～15 で 2 項目該当、閉じこもりは No.16 に該当、認

知機能は No.18～20 で 1 項目該当、うつは No.21～25 で 2 項目該当とした。

孤立状態は、友人や別居家族との対面及び非対面交流の頻度から算出した。
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④集計方法

池田町及び函南町（フレイル及び要介護リスクのみ）ごとに記述統計を算出した。なお、本報

告では調査項目のうち一部結果のみを記述した。

⑤結果

2024 年 4 月に送付した対象者は 1,891 名（池田町 1,075 名、函南町 816 名）だっ

た。回答者は、1,478 名（回答率 78.2%）、同意なし 53 名、事業対象者 8 名の計 61 名を

除外した 1,417 名（池田町 815 名、函南町 602 名）が次年度以降の調査対象者となっ

た。

・今後の方針

2025 年から 2007 年 4 月まで悉皆調査を継続し、モビリティの利用の有無が健康アウト

カムへ与える影響を経年変化の比較によって検討を行うことに加えて、地域レベルでの検討も

行う予定である。その他、自治体から要介護認定や給付費のデータ提供を受け、モビリティの利

用の有無が介護保険に与える影響についても検討する。
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図表 7-1 悉皆調査のアンケート調査票（函南町）
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(b)対象者調査

①目的

藤枝市、松戸市、函南町、池田町において、モビリティの利用の有無が要支援者等の健康ア

ウトカムに対する影響を明らかにすることを目的に実施する。

②対象地域及び対象者

藤枝市および松戸市、函南町ではモビリティを導入する介入地域とモビリティを導入しない

対照地域を設定し比較する。一方、池田町は全地域にモビリティを導入するため介入地域のみ

設定する。対象者は、新規に介護予防ケアマネジメントが発生した事業対象者及び要支援者

とし、各自治体介入群150 名、対照群 150 名程度（池田町のみ介入群 150名）とし、モビリ

ティの導入等の検証の準備が済んだ自治体より組み入れを順次開始する。対象者が発生した

ら、順次調査に組み入れを行う。

図表 7-2 対象者の組み入れイメージ図

③介入内容

自治体の介入内容は①出かける目的の増加②自立支援型ケアプランの推進③フレイル予

防の普及④移動手段を用意する、の 4点である。
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図表 7-3 対象者の介入例（函南町）

④調査方法

調査方法はケアマネジャーがアンケート調査を事前調査（介入前）と事後調査（介入 6か

月後）の 2時点で実施する。研究期間は 2024年 12 月～2026年 3月とする。

⑤調査項目

調査項目は、基本チェックリスト、老年期うつ病評価尺度、生きがい意識尺度（Ikigai-9）、

主観的健康感、精神健康度（WHO-5）、移動手段、外出頻度、社会参加状況、行動範囲

（Life space assessment）とする。自治体からは、性別、年齢、経済状況、現病歴、給付費、

要介護度に関するデータを入手する。

⑥分析方針

介入前後の2時点で比較を行い、モビリティの利用の有無が健康アウトカムへ与える影響

を検証する。

⑦経過

2024 年 12月から藤枝市では、介入地域の組み入れを開始し、16 名が対象となった。
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図表 7-4 藤枝市における介入地域と対照地域の設定について
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図表 7-5   対象者調査の調査票
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8． 社会実装に向けた取組状況、社会実装及び波及効果の見込み、対外発信状況、その他

（１）地域の特性に応じた社会実装のための実践的なアプローチ方法の整理

   ①アジャイル型政策形成と主体別ロジックモデルの活用

本事業においては内閣官房行政改革推進本部事務局「EBPMガイドブック」等で示される

ロジックモデルを取り入れ、多様な関係者の視点や意見を可視化するとともに、長期的なアウト

カムよりも短期的なアウトカム（初期アウトカム）を重視し、現在の取組が本当にアウトカムの実

現につながっているのか、計画した取り組みを進めながら、地域の関係者が自律的に効果の

検証とアクティビティの試行錯誤を短いサイクルで回していくものとする。毎年度末に「モビリテ

ィ・リ・デザイン推進会議」において、４自治体（池田町、函南町、藤枝市、松戸市）の最新ロジッ

クモデルを共有し、地域の特性に応じた社会実装のための実践的なアプローチ方法を検討す

ることとしている。

図表 8-1 これまでの政策形成
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図表 8-2 アジャイル型政策形成と社会実装の例（藤枝市）

（2）ロジックモデル

4自治体と定期的に相談しながら、各自治体の課題を洗い出し、インプット及びアクティビテ

ィ、アウトプット、アウトカム指標を設定し、ロジックモデルを作成した。モビリティの手当に関し

て、各自治体における重要なアクティビティとして位置づけ、政策の評価指標を照らしながら政

策を適宜見直し、推進していく。今後はロジックモデルを随時更新しつつ、ロジックモデルを指

針にしながら、各事業を展開していく。
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①池田町（2025年 1月 27日改定）
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②松戸市（2025年 3月 10日改定）
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③函南町（2025年 3月 11日改定）
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④藤枝市（2025年 3月 17日）
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（3）事業実施状況

①池田町
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②松戸市
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③函南町
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④藤枝市
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今年度は、4 自治体のうち、移動手段の介入を行わない松戸市以外の 3 自治体を先行して

介入し、藤枝市で対象者調査の組み入れが始まるなど、概ね予定通り進捗している。今後もロ

ジックモデルを活用し、地域の実状に合わせてアジャイルに社会実装を進めていきたい。

（JMAR 実施分の現時点での到達度 GRL4、SRL5）


